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平成29 年度 第2 次静岡市ものづくり産業振興基本計画の実施状況等について 

 静岡市ものづくり産業振興条例（以下「条例」という。）第８条第７項の規定に基づき、次に掲げ

る事項について報告いたします。  

１ 経  緯 

  静岡市ものづくり産業振興基本計画（以下「基本計画」という。）は、平成23年３月に議員提

案をもとに制定された条例を根拠とし、同条例第18条に規定する静岡市ものづくり産業振興審議

会及び関係機関と連携を図りながら、平成24年７月、「多様な地域資源が連携するものづくり創

造都市 静岡」を目標に掲げ策定しました。 

その後、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化を踏まえ、継続的にものづくり産業の振興を推

進するため、第３次静岡市総合計画及び第２次静岡市産業振興プランとの整合を図り、平成 27

年３月に第２次基本計画を策定し、計画目標の達成に向け取り組んでいます。 

２ 基本計画の概要 

基本計画については、条例に掲げる趣旨の具現化に向けたプロセスであることから、計画目標

を支える５つの方針に基づき全21の事業を設けるとともに、第２次基本計画から新たに８つの項

目を重点項目として設定し、体系化を図りました。 

根 拠 法 令 静岡市ものづくり産業振興条例第８条第１項（基本計画の策定等） 

計 画 期 間 平成27～30年度（４か年度） 

策 定 目 的 本市ものづくり産業の総合的かつ計画的な振興を図るため 

計画構成等 

（１）計画目標 

多様な地域資源が連携するものづくり創造都市 静岡 

（２）重点項目 

  ①緑地率の緩和 

  ②大手製造企業の傘下企業に対する支援の検討 

  ③中小製造事業者等を取り巻く規制事項の洗い出しと緩和の検討 

  ④本市の誇るべき中小製造事業者等の表彰 

  ⑤産業振興プラットフォームの考え方に基づく中小製造事業者支援 

  ⑥国や県等の補助制度の情報提供と活用モデルの提案 

  ⑦展示販売会等の開催による販路拡大に向けた支援 

  ⑧ものづくり関連の民間活動団体への支援 

（３）方  針 

方針１ … 企業の誘致と留置の推進 

方針２ … 新市場・販路開拓に対する支援 

方針３ … 新製品・技術開発等に対する支援 

方針４ … 中小企業の経営基盤・競争力の強化 



2 

【計 画 目 標】

多 様 な 地 域 資 源 が 連 携 す る
も の づ く り 創 造 都 市 静 岡

８つの重点項目

５つの方針

方針１：事業１

方針２：事業２～５

方針３：事業６～12

方針４：事業13～17

方針５：事業18～21

  方針５ … 次代を担う多様な人材の育成 

（４）事  業

  各事業の成果目標及び事業実績一覧表のとおり

基本計画の実施主体については、計画目標の達成に向けた事業を実施する担当課として、経済

局商工部３課（産業政策課、産業振興課、商業労政課）が基本計画の推進に取り組んでいます。 

事業担当課では、方針や施策を踏まえるとともに、計画目標を達成するための成果目標のもと

で、効率的かつ効果的な事業運営に努めました。 

３ 実施状況等 

  基本計画は、前項のとおり、計画目標の達成に向けて体系化が図られたものであるため、その

実施状況にあたっては、一事業の実施状況を注視するだけでなく、計画目標を実現させるために

掲げた方針の実施状況を捉えることで、計画全般を総合的に把握する必要があります。そのため、

今回の報告では、図１のとおり、計画目標の大項目である８つの重点項目と５つの方針を基本的

な枠組みと捉えるとともに、５つの方針の中に位置付けられた各事業（一定の事業内に登載され

たポイントを含めると全43項目）に関する実施状況をもとに、方針ごとの実施状況を把握してい

ます。その後、それぞれの方針に関する実施状況を総合的に判断した結果をもとに、基本計画全

体の実施状況を包括的に評価しています。 

図１ 基本計画体系図 
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各重点項目及び方針の実施状況を把握するため、各種事業の成果目標に対する達成状況等につい

て、表１のとおり評価しています。なお、数値目標を設けている事業については、事務事業総点検

表の評価基準に倣い、「Ｓ」から「Ｃ」までの４段階による評価を実施し、数値目標を設けていない

事業については、「※」として区分しています。 

事業評価 成果目標に対する達成状況等 

Ｓ 期待を上回る（105％以上） 

Ａ 期待どおり（90％以上105％未満） 

Ｂ 期待を下回る（70％以上90％未満） 

Ｃ 期待を顕著に下回る（70％未満） 

※ 数値目標を設けていない 

表１ 成果目標に対する各種事業の達成状況等 

 その後、各種事業の成果目標に対する達成状況等を方針ごとに取りまとめ、方針別実施状況につ

いて表２のとおり評価しています。 

方針別評価 方針別実施状況の評価 

◎ 期待を上回る（Ｓ＋Ａの割合が90％以上100％以下） 

○ 期待どおり（Ｓ＋Ａの割合が70％以上90％未満） 

△ 期待を下回る（Ｓ＋Ａの割合が50％以上70％未満） 

× 期待を顕著に下回る（Ｓ＋Ａの割合が50％未満） 

表２ 方針別実施状況の評価 
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（１）８つの重点項目の実施状況 

 重点項目においては、８項目のうち、重点項目１の「緑地率の緩和」について、「静岡市工場

立地法第４条の２第２項の規定に基づく準則を定める条例」を平成27年11月に制定、平成28

年４月１日に施行し、すでに完了していることから、今年度は評価の対象外としております。 

残りの７項目のうち、数値目標を設定している３事業がすべて「Ａ」評価となったことから、

方針別実施状況の評価を「○（期待どおり）」と評価しています。 

数値目標を設定している事業ではありませんが、特に成果のあった項目として、重点項目②

の「大手製造企業の傘下企業に対する支援の検討」が挙げられます。この項目では、本市に立

地する大手製造企業に関連する中小製造事業者について、各事業者が抱える課題の解決のため、

各事業者と市内及び首都圏等の優れたＯＢ人材等とのマッチングに取り組んでいます。 

平成29年度は市内中小製造事業者にヒアリング調査を実施したところ、「製造現場に従事す

る人材の不足」と「経営課題を解決できる専門知識・技術等を持った人材の不足」という課題

を抱えていることがわかりました。 

そこで、前者の「製造現場に従事する人材の不足」に対する取り組みとして、ポリテクセン

ター静岡で市内中小製造事業者と人材の交流会を開催し、計273回の面談が行われました。そ

の結果、34件のマッチング（市内中小製造事業者の採用面談に進んだ件数）が成立しました。 

また、後者の「経営課題を解決できる専門知識・技術等を持った人材の不足」については、

市内中小製造事業者と専門的な知識・技術を持つ企業ＯＢ人材等（＝「新現役」）とのマッチ

ングを通して経営課題の解決を図る「新現役交流会」の開催の検討を行うため、地元の信用金 

庫向けにセミナーを開催し、平成30年度の「新現役交流会」の開催に向けて検討を行いまし

た。今後も、市内中小製造事業者の課題を解決する取り組みを継続して実施していきます。 
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注）◆印は第２次基本計画の策定に伴い新たに登載された事業を示しています。 

表３ ８つの重点項目の実施状況等

目標、方針、施策、事業 各事業の成果目標 平成29年度実施状況
事業

評価

　（計画目標）　多様な地域資源が連携するものづくり創造都市　静岡

　（８つの重点項目）　中小製造事業者への重点的取組

◆
(重点項目①)

緑地率の緩和

工場立地法に基づく準則条例

の制定（緑地率の緩和条例の

制定）

　なし
「静岡市工場立地法第４条の２第

２項の規定に基づく準則を定める

条例」をH27年11月に制定、H28年

４月１日に施行済み

◆

(重点項目②)

大手製造企業の傘下企業に対す

る支援の検討

企業ＯＢ技術者等の現状把握

及び活用方策の整理

■中小製造事業者に対するヒ

アリング調査を実施した

■市内企業と人材の交流会

（人材ニーズ解消型）及び

「静岡市新現役交流会」セミ

ナー（経営課題解決型）を開

催した

※

◆

(重点項目③)

中小製造事業者等を取り巻く規

制事項の洗い出しと緩和の検討

市内製造事業者が課題とする

規制事項及び緩和要望等の把

握並びに緩和実現に係る方針

の検討

経済団体との懇談等を通じ、

規制事項のヒアリング等を実

施した

※

◆

(重点項目④)

本市の誇るべき中小製造事業者

等の表彰

①静岡県知事表彰及び静岡市

功労者表彰への推薦　３者表

彰

②中小製造事業者の技術表彰

制度 表彰社数　３社表彰

　①表彰者数　３者

　②表彰社数　３社
Ａ

◆

(重点項目⑤)

産業振興プラットフォームの考

え方に基づく中小製造事業者支

援

プロジェクト支援数　５社 プロジェクト支援数　５社 Ａ

(重点項目⑥)

国や県等の補助制度の情報提供

と活用モデルの提案

国や県等の補助制度に関する

情報の整理及び製造事業者へ

の適時適切な情報提供

国や県、その他産業支援機関

等のガイドブック、ホーム

ページ等により、情報収集を

行った

※

◆

(重点項目⑦)

展示販売会等の開催による販路

拡大に向けた支援

展示会等の誘致件数　１件 展示会等の誘致件数　１件 Ａ

◆

(重点項目⑧)

ものづくり関連の民間活動団体

への支援

広報等による支援の実施

■日立清水理科クラブの会報

を配架し、活動の周知を実施

した

■NPO法人マンパワーカフェと

OB人材活用施策等について意

見交換を実施した

※
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（２）方針ごとの実施状況 

①方針１ 企業の誘致と留置の推進 

    方針１は、表４のとおり登載事業は事業１のみですが、事業評価が「Ｓ」となったことか

ら、方針別実施状況の評価に関しても「◎（期待を上回っている）」としています。 

    年間を通して積極的な企業訪問に取り組み、企業ニーズの把握に努めるとともに、企業に

とって有益な情報提供（物件情報の提供等）を実施したり、助成制度の活用を促したりする

など、企業立地の促進に努めています。また、企業ニーズに合わせて助成制度の見直しを図

るとともに、立地に際しての様々な行政手続きに係るワンストップサービスを産業振興課が

担うなど、企業に寄り添った支援を実施した結果、新規企業立地の年間目標件数を上回る26

件の立地に成功しました。今後は、大規模立地案件への対応のため、助成制度の見直しや、

交付事務手続きの簡素化等の検討を行っていきます。 

表４ 方針１の実施状況等 

 ②方針２ 新市場・販路開拓に対する支援（異業種交流支援を含む） 

    方針２については、表５のとおり、数値目標を設定している８事業のうち、２事業が「Ｓ」

評価、５事業が「Ａ」評価となったことから、方針別実施状況の評価を「○（期待どおり）」

としています。 

事業評価が「Ｓ」となった事業２の「全国規模等の見本市への出展助成」は、市内中小製

造事業者が販路開拓や販売促進のために全国規模又は国際的な展示会等に出展する際、その

経費（小間料等）の一部を助成するものです。平成29年度の申請件数は計45件であり、商

談成約率（名刺交換件数のうち商談に進んだ件数の割合）は、目標５％に対し、11％という

結果となりました。この助成制度は、同一の企業が利用できる回数については、年１回かつ

同一の展示会への助成は累計３回までという制限を設けているものの、申請事業者の固定化

が課題となっているため、今後は周知方法を工夫するなどして、広く本制度の周知を図るよ

う努めていきます。 

また、同じく事業評価が「Ｓ」となった事業３－３の「しずおか葵プレミアム認証事業」

は、平成 29 年度に制度をリニューアルしてスタートした事業です。従来の制度では、静岡

市ならではの製法、原材料、アイデアなど、７つの認証基準に基づき専門家の審査によって

目標、方針、施策、事業 各事業の成果目標 平成29年度実施状況
事業

評価

　（計画目標）　多様な地域資源が連携するものづくり創造都市　静岡

　（方針１）　企業の誘致と留置の推進

(事業１)

企業立地の推進

新規企業立地件数　17件/年

※（第３次総合計画）

　平成27～30年度　68件

新規企業立地件数　26件 Ｓ
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選ばれた商品を「しずおか葵プレミアム」として認証していましたが、新制度では地元密着

型の地域ブランドを目指すため、認証商品選定の過程に「市民投票」を導入し、名称を「し

ずおか葵プレミアム・アワード」に変更しました。また、従来の制度では毎年度、認証商品

の選定を行っていましたが、認証事業者に対しよりきめ細かな支援を実施できるよう、２年

で１クールのスキーム（初年度に認証商品を選定し、次年度にその商品のＰＲ・販促支援を

実施する）に変更しました。平成 29 年度は、制度のリニューアル後初めて実施する「市民

投票」をより多くの市民に周知するため、年度当初に計画していたイベント等に加えて、様々

なＰＲ活動を実施した結果、成果目標である展示・販売会等開催回数は、目標12回に対し、

24回となりました。 

今後は、さらにブランド認知度を高めることでブランド価値の向上を図るため、市内外へ

広く情報発信できるＷＥＢコンテンツ（動画等）を活用した積極的なＰＲを実施していきま

す。 

以上のように、方針２については、前述のとおり７事業において、事業評価が「Ｓ」又は

「Ａ」であったものの、事業４の「中小企業の新規市場開拓・新分野進出への支援」につい

ては、「Ｃ」評価となりました。この事業は、製造業が盛んである東京都大田区で開催され

る「おおた研究・開発フェア」及び「おおた工業フェア」に市がブースを確保し、出展を希

望する市内中小製造事業者を支援する取り組みです。成果目標が「おおた研究・開発フェア

及びおおた工業フェアの出展企業数２社」であるところ、「おおた研究・開発フェア」への

出展希望企業がなかったこと、又、２月に開催される「おおた工業フェア」への出展希望企

業が出展者多数により出展できなかったことから「Ｃ」評価となりました。「おおた工業  

フェア」は工業系の展示会として一定の効果が期待でき、かつ、出展を希望する企業がある

ため今後も引き続き出展企業の募集を行いますが、「おおた研究・開発フェア」は年々出展

希望企業が減っているため、事業廃止を含めて事業の実施方法を検討していきます。 
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注）◆印は第２次基本計画の策定に伴い新たに登載された事業を示しています。 

表５ 方針２の実施状況等 

目標、方針、施策、事業 各事業の成果目標 平成29年度実施状況
事業

評価

　（目標）　多様な地域資源が連携するものづくり創造都市　静岡

　（方針２）　新市場・販路開拓に対する支援（異業種交流支援を含む）

（事業２）

全国規模等の見本市への出展助

成

商談成約率（名刺交換件数の

うち商談に進んだ件数の割

合）５％

商談成約率（名刺交換件数の

うち商談に進んだ件数の割

合）11％

Ｓ

（事業３）　首都圏におけるプロモーションの強化

（事業３－１）

特産品東京展示会事業
会場売上金額 500万円  会場売上金額　　490万円 Ａ

（事業３－２）

ホビーのまち静岡推進事業

関連施設・イベント入込客数

247,000人
　入込客数　233,888人 Ａ

（事業３－３）

しずおか葵プレミアム認証事業

展示・販売会等開催回数

　12回

展示・販売会等開催回数

　24回
Ｓ

（事業４）

中小企業の新規市場開拓・新分

野進出への支援

おおた研究・開発フェア及び

おおた工業フェアの出展企業

数　２社

　出展企業数　０社 Ｃ

（事業５）　地場産品の販路開拓と販売促進

◆

（事業５－１）

伝統工芸品等の展示販売会の充

実化

各展示販売会来場者数

270,000人

各展示販売会来場者数

274,423人
Ａ

◆

（事業５－２）

海外における地場産品の販路開

拓

開発と販路等の検討

ＪＥＴＲＯの事業枠で海外の

展示会に出展し、静岡市の工

芸品（静岡挽物等）の展示を

行う予定であったが、採択に

至らなかったため未実施

※

◆

（事業５－３）

インターネットの活用による地

場産品の販売促進

駿府楽市Ｗｅｂページ改修
なし

（※H27年度に改修済み）

◆
（事業５－４）

問屋的機能の再興に向けた検討

業界及び駿府楽市との検討会

実施回数　27回

業界及び駿府楽市との検討会

実施回数　28回
Ａ

◆
（事業５－５）

地場産品販売拠点の充実化

駅駿府楽市来場者数　41.5万

人
年間来場者数　42.4万人 Ａ
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③方針３ 新製品・技術開発等に対する支援 

    方針３については、表６のとおり、数値目標を設定している７事業のうち、事業評価が「Ｓ」

又は「Ａ」となった事業がそれぞれ３事業であったことから、方針別実施状況の評価を「○

（期待どおり）」としています。 

 事業評価が「Ｓ」となった事業11の「地域課題に係る産学共同研究への支援」は、静岡市

産学交流センターで実施している委託事業で、本市の地域課題（産業戦略）の解決を目的と

して、市内の中小企業、ＮＰＯ法人、組合、産業活性化グループなどの団体が、大学その他

の教育研究機関と共同で取り組む調査・研究開発を支援しています。事業の採択にあたって

は、公募で将来性が期待できる「基礎コース」と実用化が見込める「応用コース」に分けて

募集し、審査を実施したうえで採択事業を決定します。平成29年度は、成果目標である産学

共同研究数７件に対し、「基礎コース」７件、「応用コース」２件の計９件を採択しました。

採択事業の一例としては、地ビールの製造工程から出るモルツ粕の有効利用を図るため、乾

燥・粉末化したモルツ粕をパンや麺などに練りこんだ食品の開発事業や、清水港からの食品

輸出拡大に向けた貨物の混載化に関する調査研究事業が挙げられます。今後も、地域課題の

解決につながる良質な研究テーマを発掘支援することにより、産学連携を推進していきたい

と考えています。 

一方で、「Ｂ」評価となった事業９－２の「新商品・特許事業」は、市内中小製造事業者が

取り組む新商品の開発及び特許等の産業財産権の取得について、その経費を一部助成する事

業です。成果目標が新商品開発及び産業財産権出願等の件数25件であるところ、平成29年

度の実績は22件となったため、事業評価は「Ｂ」となりました。目標件数に至らなかった要

因としては、平成28年度までは補助対象が商標登録、特許・実用新案であったところ、平成

29年度からは商標登録を除外し、特許・実用新案に限定することとしたことから、申請件数

が減少したためであると考えられます。商標登録を除外した理由は、この助成制度の本来の

主旨が本市中小製造事業者の技術保護のためであるものの、商標登録に対する助成件数が最

も多いという実情から、技術保護を目的とした特許・実用新案に特化した助成制度への転換

を図るためであり、今後は、静岡県発明協会と連携を図り、本制度の更なる活用を促すこと

で、積極的な産業財産権出願を支援し、市内中小製造事業者の技術等の保護につなげていき

たいと考えています。 
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注）◆印は第２次基本計画の策定に伴い新たに登載された事業を示しています。 

表６ 方針３の実施状況等 

目標、方針、施策、事業 各事業の成果目標 平成29年度実施状況
事業

評価

　（目標）　多様な地域資源が連携するものづくり創造都市　静岡

（方針３）　新製品・技術開発等に対する支援

（事業６）

新産業開発振興機構の活用に関

する検討

新産業開発振興機構との連携

促進に向けた検討

■静岡商工会議所機構事務局

と連携し、大学及び業界団体

のマッチング可能性を調査し

た

■地場産業企業との協議を実

施した

※

（事業７）

中小企業技術開発支援事業

市内製造事業者を対象とした

支援施設見学開催件数　１件

市内製造事業者を対象とした

支援施設見学開催件数　１件
Ａ

（事業８）

若手グループの商品開発支援

（ものづくり相談・支援）

講演会、指導会等の開催回数

３回

講演会、指導会等開催回数

　５回
Ｓ

（事業９）　専門家の指導による商品企画・開発支援

（事業９－１）

商品企画・開発支援プロジェク

ト事業

商品化件数　６件 商品化件数　６件 Ａ

（事業９－２）

新商品・特許事業

新商品開発及び産業財産権出

願等の件数　25件

新商品開発及び産業財産権出

願等の件数　22件
Ｂ

（事業10）

アーティストとのコラボレー

ション支援推進（ニューウェー

ブしずおか創造事業）

開発点数　20点 開発点数　27点 Ｓ

（事業11）

地域課題に係る産学共同研究へ

の支援

産学共同研究数　７件 産学共同研究数　９件 Ｓ

◆

（事業12）

職人に対する商品開発手法等の

教育

職人向け指導会等開催回数

１回

職人向け指導会等開催回数

１回
Ａ
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④方針４ 中小企業の経営基盤・競争力の強化 

    方針４に掲げる事業については、表７のとおり、10事業のうち、数値目標が設けられてい

るものは２事業であり、事業評価が「Ｓ」又は「Ａ」となった事業がそれぞれ１事業であっ

たことから、方針別実施状況の評価を「◎（期待を上回る）」と評価しています。 

「Ｓ」評価となった事業 17-１の「地場産品の市場及び商品分析等に関する調査」につい

ては、成果目標である首都圏等における調査実施回数２回に対し、４回の実施となりました。

この事業は、本市の地場産品に対する顧客ニーズの把握及び分析を行い、地場産業関係事業

者へフィードバックすることで、新商品開発や販売促進等への活用を図るものです。平成29

年度は、大消費地である首都圏を中心に、展示会の開催やＰＲ活動を実施するとともに、ア

ンケート形式で消費者ニーズ等の市場調査を実施しました。その結果、消費者ニーズはある

程度把握でき、一定の成果は得られたものの、把握できた内容はエンドユーザーの意見にと

どまっていることから、今後は中間財としてのニーズを把握するため、ＢtoＢの調査を併せ

て実施し、事業の多様化と充実化を図っていきます。 

また、「Ａ」評価となった事業16-３の「ものづくり先進都市等に関する調査研究」は、本

市ものづくり産業の展望を見据える上において、先進都市等の動向を調査研究し、今後の事

業展開等に役立てていくための知見の収集と分析を実施するものです。平成 29 年度は、本

市と産業構造が近似しているさいたま市内の産業支援機関（さいたま市産業展開推進課、さ

いたま市産業創造財団）及び同市が支援・連携している企業（（株）ベルニクス（「さいたま

市リーディングエッジ企業」認証企業））を訪問し、生産波及効果の大きい産業の調査と分

析を行いました。こういった調査・分析結果を本市の施策へ反映し、本市ものづくり産業の

支援策の充実化に向け、検討を進めていきます。 
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注）◆印は第２次基本計画の策定に伴い新たに登載された事業を示しています。 

表７ 方針４の実施状況等（次項に続く）

目標、方針、施策、事業 各事業の成果目標 平成29年度実施状況
事業

評価

　（目標）　多様な地域資源が連携するものづくり創造都市　静岡

　（方針４）　中小企業の経営基盤・競争力の強化

（事業13）

国、県等に関する補助制度等の

情報提供支援

国や県等の補助制度に関する

情報の整理及び製造事業者へ

の適時適切な情報提供

■国や県、その他産業支援機

関等のガイドブック、ホーム

ページ等により、情報収集を

行った

■本市補助制度等の地域金融

機関への説明会を実施した

※

（事業14）

企業ＯＢ技術者等の活用事業

企業ＯＢ技術者等の現状把握

及び活用方策の整理

■中小製造事業者に対するヒ

アリング調査を実施した

■市内企業と人材の交流会

（人材ニーズ解消型）及び

「静岡市新現役交流会」セミ

ナー（経営課題解決型）を開

催した

※

（事業15）

製造業部会等との連携推進

製造業部会等との連携による

各支援制度のブラッシュアッ

プ

静岡商工会議所からの行政要

望を通じた意見交換等の実

施、当要望に対する検討及び

回答を行った

※

（事業16）　中小企業の支援施策等に関する調査事業

（事業16－１）

産業構造の将来動向等に関する

予測モデル構築の検討

将来動向に係る基礎データの

蓄積及び予測モデルの構築

本市のものづくり産業につい

て、雇用の観点から業種毎の

トレンドや将来予測、製造業

の生産性について考察した

※

（事業16－２）

地域間競争に臨む戦略的方策の

検討

地域間競争に打ち勝つための

戦略的方策の検討

第２次ものづくり産業振興基

本計画に登載された全41事業

のうち、21事業において当初

の目標以上の進捗状況を達成

することができた

※

（事業16－３）

ものづくり先進都市等に関する

調査研究

先進視察都市数　１件
調査都市数

１都市（さいたま市）
A

◆

（事業16－４）

エネルギー需要状況等に関する

調査研究

現在のエネルギー需要の把握

及び今後のエネルギー確保に

向けた方策の整理

冷熱利用は初期投資額、事業

用地などから実現困難と判

断。今後は水素エネルギー利

活用等について検討を行って

いく。

※
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注）◆印は第２次基本計画の策定に伴い新たに登載された事業を示しています。 

表７ 方針４の実施状況等（次項から続く）

⑤方針５ 次代を担う多様な人材の育成 

    方針５では、表８のとおり、数値目標を設定している４事業について、３事業が「Ｓ」評

価、１事業が「Ａ」評価となったことから、方針別実施状況の評価を「◎（期待を上回る）」

としています。 

    「Ｓ」評価となった事業のうち、大きな成果を上げた事業19－２の「職人育成事業（クラ

フトマンサポート事業）」では、地場産業界の後継者の確保及び育成、新規就業者の支援を

目的に、①３か月の短期支援者、②２年の長期支援者、③独立支援者、④雇用奨励の４つの

形態で支援を実施しています。平成 29 年度は、成果目標をそれぞれ①短期支援者数２人、

②長期支援者数２人、③独立支援者数１人、④雇用奨励者数２人としていたところ、①短期

支援者数３人、②長期支援者数４人、③独立支援者数２人、④雇用奨励者数２人と、いずれ

の形態でも成果目標以上の実績となりました。平成29年度は、平成28年度に課題としてい

た短期支援における新規受け入れを強化したことで３人の受け入れに成功し、又、長期支援

修了者が伝統工芸分野に定着することを目的に新設された雇用奨励金を活用し２名の業界

定着を図るなど大きな成果を上げることができました。 今後も引き続き制度利用者が着実

に技術を習得し、業界に定着できるよう、業界とのコミュニケーションを図っていきます。 

　（方針４）　中小企業の経営基盤・競争力の強化

目標、方針、施策、事業 各事業の成果目標 平成29年度実施状況
事業

評価

　（目標）　多様な地域資源が連携するものづくり創造都市　静岡

（事業17）　地場産品に関する調査事業

◆

（事業17－１）

地場産品の市場及び商品分析等

に関する調査

首都圏等における調査実施回

数　２回

首都圏等における調査実施回

数　４回
S

◆

（事業17－２）

伝統工芸品に関する代替素材の

調査研究

他都市、他産地の事例を調査

研究

■漆器、下駄、竹分野等にお

ける原材料の実態調査を実施

■業界団体と意見交換を実施

■竹素材の素材研究の実施

※

◆

（事業17－３）

職人及び業界への支援の在り方

に関する検討

他都市、他産地の事例を調査

研究

■支援事業にかかる調査研究

を実施

■静岡挽物の在り方について

調査研究を実施

■全国の地場産業支援施策の

事例を調査研究

※
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注）◆印は第２次基本計画の策定に伴い新たに登載された事業を示しています。 

表８ 方針５の実施状況等 

（３）基本計画実施状況の総括 

基本計画の実施状況に関しては、表９のとおり、重点項目及び５つの方針ですべて「◎（期

待を上回る）」または「○（期待どおり）」の評価となりました。 

また、表10のとおり、評価区分別に見ると「Ｓ」評価が10事業、「Ａ」評価が13事業と、

数値目標を設けた事業数に対するＳ及びＡ事業数の割合が92.0％を占めていることから、基

本計画全体としては、「十分に進捗が図られている」と捉えています。 

目標、方針、施策、事業 各事業の成果目標 平成29年度実施状況
事業

評価

　（目標）　多様な地域資源が連携するものづくり創造都市　静岡

（事業20）

高校生のインターンシップ事業

事後アンケートにより「進路

決定の上で参考になった」と

回答した割合　90％

事後アンケートにより「進路

決定の上で参考になった」と

回答した割合　97.7％

S

（事業21）

ものづくり体験・学習機会の提

供

駿府匠宿体験学習利用申込児

童数　3,300人

駿府匠宿体験学習利用児童数

3,326人
A

（事業19－２）

職人育成事業（クラフトマンサ

ポート事業）

制度活用者数（人）

短期支援２人/年、長期支援

２人/年、独立支援１人/年、

雇用奨励２人/年（各人数は

延べ）

　短期支援　３人

　長期支援　４人

　独立支援　２人

　雇用奨励　２人

S

（事業19－３）

若手職人の大学進学支援の検討

他都市、他産地の事例を調査

研究

■業界ニーズの確認

■首都圏美術大学教授による

指導等の実施

※

（事業19）　職人の育成事業（市と伝統工芸業界の連携事業）

（事業19－１）

若手後継者の技術習得支援（伝

統工芸技術保存講習会の開催）

受講生　30人以上

（漆器、蒔絵、木工、竹工

芸、拭漆の５部門に関する講

座）

　受講者数　38人 S

　（方針５）　次代を担う多様な人材の育成

（事業18）

理工系大学の誘致及び市内の既

存大学における工学部新設の検

討

設置学科等に関する地元産業

界におけるニーズを把握する

短大化が決まった清水テクノ

カレッジと今後のものづくり

人材育成の在り方について意

見交換を行った

※
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表９ 方針別実施状況の評価 

方針等 事業評価 該当事業数
方針等における各

事業評価の割合

数値目標有の事業数に対する

「期待どおり」以上（Ｓ+Ａ）の事

業数の割合

方針別実施状況の

評価（※）

重点項目

（７項目）

Ｓ ０ 0%

100%

○

※S+Aの事業数の

割合は100％であ

るが、すべてA評価

のため、「◎」では

なく「○」とする

Ａ ３ 100%

Ｂ ０ 0%

Ｃ ０ －

※ ４

小計 ７ 100%

方針１

（１事業）

Ｓ １ 100%

－

※ ０

100% ◎

Ａ ０ －

Ｂ ０ －

Ｃ ０

小計 １ 100%

方針２

（９事業）

Ｓ ２ 25%

12%

※

88% ○

Ａ ５ 63%

Ｂ ０ －

Ｃ １

１

小計 ９ 100%

方針３

（８事業）

Ｓ ３ 43%

－
86% ○

Ａ ３ 43%

Ｂ １ 14%

Ｃ ０

※ １

小計 ８ 100%

方針４

（10事業）

Ｓ １ 50%

100% ◎

Ａ １ 50%

Ｂ ０ －

Ｃ ０ －

※ ８

小計 １０ 100%

方針５

（６事業）

Ｓ ３ 75%

－

※ ２

Ｂ ０ －

Ｃ ０

小計 ６ 100%

方針別実施状況の評価

100% ◎

Ａ １ 25%

　Ｓ＋Ａの割合が

■90％以上100％以下 ： ◎（期待を上回る）

■70％以上90％未満  ： ○（期待どおり）

■50％以上70％未満　： △（期待を下回る）

■50％未満　：×（期待を顕著に下回る）
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表10 評価区分別の事業数の割合等 

※ 16

小計 41 100%

52%

Ｂ 1 4%

Ｃ 1 4%

評価区分 該当事業数
全事業数に対する事

業評価別の割合

数値目標有の事業数に対

する「期待どおり」以上（Ｓ+

Ａ）の事業数の割合

Ｓ 10 40%

92.0%

Ａ 13

◎

期待を上回っている

○

期待どおり

◎

期待を上回っている

○

期待どおり

○

期待どおり

◎

期待を上回っている

計画目標

多
も様
のな

づ地
く域

り資

創源

造が

都連
市携
静す
岡る

方
針
１ 事業１

方
針
２ 事業２～５

方
針
４ 事業13～17

方
針
３ 事業６～12

方
針
５

事業18～21

８つの重点項目
（評価対象は７項目）

方 針 別

実施状況

の 評 価

十
分
に
進
捗
が
図
ら
れ
て
い
る

基本計画

進捗状況

企業の誘致と留置の推進

新市場・販路開拓に対する

支援

新製品・技術開発等に対する

支援

中小企業の経営基盤・競争力

の強化

次代を担う多様な人材の

育成

図２ 方針別実施状況の評価に基づく第２次基本計画の進捗状況 
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（添 付 資 料） 

各事業の実施状況管理個票 

（P18～55） 
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４ 各事業の実施状況管理個票

ものづくり
基本計画

千円

千円

取
組
状
況

Ｈ29.９.１
現在

Ｈ29.９.１
現在

(％)

Ｈ30.３.31
現在

(％)

成果目標

担当課等

補
足
事
項

490

重

点

項

目

②

重点項目 平成29年度

決算見込額

予 算 額 763

■ヒアリング調査の実施と支援施策の検討

　課題把握のため、市内中小製造事業者へのヒアリング調査

を実施した結果、人材に関わる課題を大別すると「①製造現

場に従事する人材の不足」「②経営課題解決の専門的な知

識・技術等を持った人材の不足」の２種類の課題が存在する

ことが判明し、それぞれ「①人材ニーズ解消型」と「②経営

課題解決型」の支援施策を検討・企画した。

■市内企業と人材の交流会の開催（人材ニーズ解消型）

　平成30年３月、ポリテクセンター静岡において、市内中小

製造事業者と人材の交流会を開催し、事業者28社と人材91名

が参加し、273回の面談が行われ、34件のマッチング（企業の

採用面談に進んだ件数）が成立した。

■「新現役交流会」セミナーの開催(経営課題解決型)

　市内中小製造事業者と専門的な知識・技術を持つ企業ＯＢ

等(＝新現役)とのマッチングを通して経営課題の解決を図る

「新現役交流会」開催の検討を行うため、平成30年１月に

「新現役交流会」の豊富な運営サポート実績を持つ一般社団

法人新現役交流会サポートを講師として招き、連携している

地元信用金庫向けにセミナーを開催した。

事 業 名
②大手製造企業の傘下企業に対する
支援の検討

事業概要

　本市には、エアコン等の電気機械器具

製造業をはじめ、自動車フェンダーミ

ラー等の輸送機器製造業など大手製造企

業が立地しているとともに、それに関連

する傘下の中小製造事業者が多数操業し

ています。

　こうした中小製造事業者は、製造品出

荷額等の統計結果からも本市ものづくり

産業への貢献が非常に大きいことから、

事業活動の課題等を伺うとともに、課題

の解決に向けた支援策の検討に取り組ん

でいきます。

　具体的には、そうした中小製造事業者

が抱える課題の解決に向けて、市内及び

首都圏等の優れたＯＢ人材（エンジニア

等）と中小製造事業者のマッチングを

図っていきます。

■課題把握のためのヒアリング調査の実施と支援施策
についての検討
　地元信用金庫と連携しながら、市内の中小製造業者
の抱える経営課題の把握のため、ヒアリング調査を実
施するとともに、有効な支援施策について検討を行っ
た。

進
捗
率
等

総合計画
の

位置付け
（分野別）

政
策
方
針

商工・物流

大
施
策

次世代を担う優れた人材の育成
と、多様な人材が活躍する雇用の
場の創出を図ります。

中
施
策

若者や女性、高齢者、障がい者の
雇用機会の創出

企業ＯＢ技術者の現状把握及び活用
方策の整理

事

業

評

価

産業振興
プラン

位置付け

基
本
方
向

人材の育成・確保

次年度
に向けた
改善点

・
目標の
未達成
理由等

平成29年度は企業側のニーズに応じて人材ニーズ解消型の事

業を積極的に推し進めてきたが、今後若年層の労働者が減少

していくことを考慮すると、現在の延長線上で企業のニーズ

（人手不足）に応え続けていくことは困難であるため、今後

は高齢者や外国人等の様々な人材の活用に向けた仕組み作り

を検討していくとともに、企業の本質的な課題の解決に向け

た経営課題解決型の事業に注力をしていきたい。

事業結果

基
本
方
針

次世代を担う優れた人材の育成
と、多様な人材が活躍する雇用の
場の創出を図ります。

基
本
施
策

若者や女性、高齢者、障がい者の
雇用機会の創出

　経済局商工部
　産業振興課　工業振興係

そ の 他
（特記事項）
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ものづくり
基本計画

千円

千円

取
組
状
況

Ｈ29.９.１
現在

Ｈ29.９.１
現在

Ｈ30.３.31
現在

成果目標

担当課等

基
本
方
針

基
本
施
策

　経済局商工部
　産業振興課　工業振興係

そ の 他
（特記事項）

事

業

評

価

産業振興
プラン

位置付け

基
本
方
向 次年度

に向けた
改善点

・
目標の
未達成
理由等

■ヒアリング先業種の拡大と規制緩和に向けての課題
の整理等の実施
　特定の業種に留まることなく、幅広く、様々な業種
について更なるヒアリングを実施するとともに、関係
機関との具体的な協議に向け、ヒアリングで抽出され
た課題の整理を行っていく。
　更には、協議可能なものについては協議に着手す
る。

総合計画
の

位置付け
（分野別）

政
策
方
針

大
施
策

中
施
策

市内製造事業者が課題とする規制事
項及び緩和要望等の把握並びに緩和
実現に係る方針の検討

事業結果

■経済団体との懇談等を通じた規制事項のヒアリング
等の実施
　経済団体との懇談・要望や企業訪問等を通じた規制
事項のヒアリングを実施した。
　・静岡商工会議所からの要望
　・静岡経済同友会からの提言
　・企業訪問を通じたヒアリング

事 業 名
③中小製造事業者等を取り巻く規制
事項の洗い出しと緩和の検討

事業概要

　中小製造事業者にとって多くの規
制事項は、事業展開のスピードを鈍
らせ、他事業者との競争力などを低
下させています。
　こうした状況の改善については、
規制事項の洗い出しとともに、緩和
に向けて関係機関と協議していきま
す。

■規制事項の洗い出しに向けての検討
　経済団体との懇談や企業訪問等を通じて規制事項の
洗い出しを行うため、ヒアリング事項等について検討
する。

進
捗
率
等

決算見込額

予 算 額 0

0

重

点

項

目

③

重点項目 平成29年度

補
足
事
項
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ものづくり
基本計画

千円

千円

取
組
状
況

Ｈ29.９.１
現在

Ｈ29.９.１
現在

0 (％)

Ｈ30.３.31
現在

①（表彰者数）３者
②（表彰社数）３社

①100
②100

(％)

成果目標

担当課等

補
足
事
項

410

重

点

項

目

④

重点項目 平成29年度

決算見込額

予 算 額 615

①静岡県知事表彰及び静岡市功労者表彰への推薦
　静岡県知事表彰の産業開発振興功労及び静岡市功労者表
彰の産業功労において中小製造事業に携わる方の表彰を実
施。
（推薦者数）
　・県知事表彰　1者　　　・市功労者表彰　２者

②中小製造事業者の技術表彰制度の実施
　本市には、優れた生産技術を有する中小製造事業者が数
多くあることから、こうした事業者を称え、表彰する中小
企業技術表彰制度を創設し、表彰を実施した。
（表彰社数）３社

事 業 名
④本市の誇るべき中小製造事業者等
の表彰

事業概要

　本市には、高いシェアを誇る製品
の生産に加え、優れた生産技術を有
する中小製造事業者があります。
　今後は、条例の表彰規程のもと
で、こうした事業者を大いに称え、
次代のものづくり産業を担う方々に
広く周知を図っていきます。

①静岡県知事表彰及び静岡市功労者表彰への推薦
　静岡県知事表彰の産業開発振興功労及び静岡市功労者表
彰の産業功労において中小製造事業に携わる方の推薦を実
施する。
（推薦者数）
　・県知事表彰　１者　　　・市功労者表彰　２者

②中小製造事業者の技術表彰制度の実施
　本市には、優れた生産技術を有する中小製造事業者が数
多くあることから、こうした事業者を称え、表彰する制度
を実施する。

進
捗
率
等

総合計画
の

位置付け
（分野別）

政
策
方
針

大
施
策

中
施
策

①静岡県知事表彰及び静岡市功労者表彰
への推薦　３者表彰

②中小製造事業者の技術表彰制度 表彰社
数　３社表彰

事

業

評

価

産業振興
プラン

位置付け

基
本
方
向 次年度

に向けた
改善点

・
目標の
未達成
理由等

■商工部内の他の表彰制度との連携
　中小企業技術表彰と商工部における企業に対する表彰制
度である「ＣＳＲパートナー企業表彰」、「女性の活躍応
援事業所表彰」について、広報や表彰式等を連携し、一緒
に行うことで、より効果的な広報や周知を目指していく。

事業結果

基
本
方
針

基
本
施
策

　経済局商工部
　産業振興課　工業振興係

そ の 他
（特記事項）
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ものづくり
基本計画

千円

千円

取
組
状
況

Ｈ29.９.１
現在

Ｈ29.９.１
現在

(％)

Ｈ30.３.31
現在

（プロジェクト支援数）
５件

100 (％)

成果目標

担当課等

補
足
事
項

0

■企業情報の収集
　プラットフォームによる支援を実施するため、企業
相談・企業訪問等を通じた企業情報を収集（ニーズの
発掘）した。

進
捗
率
等

重

点

項

目

⑤

重点項目 平成29年度

決算見込額

予 算 額 0

■産業支援機関連携会議の実施
　静岡市産学交流センターをはじめとした、市内産業
支援機関及び関係課により、支援機関同士の情報共有
及び個別支援案件の協議等を行うための会議を実施し
た。

■支援の実施
　静岡市産学交流センター、大学、金融機関等の複数
の支援機関と連携し、市内中小企業等の支援を５件
行った。

事 業 名
⑤産業振興プラットフォームの考え
方に基づく中小製造事業者支援

事業概要

　第２次静岡市産業振興プランに
は、中小製造事業者を多角的に支援
する考え方として、産業振興プラッ
トフォームが示されています。
　今後は、このような考え方をもと
に、中小製造事業者の抱える課題等
への対応を図る支援を推し進めてい
きます。

総合計画
の

位置付け
（分野別）

政
策
方
針

商工・物流

大
施
策

次代を担う本市を代表する産業を
生み出します

中
施
策

戦略産業の育成・集約を推進

プロジェクト支援数　５件／年

事

業

評

価

産業振興
プラン

位置付け

基
本
方
向

戦略産業振興プラットフォーム

次年度
に向けた
改善点

・
目標の
未達成
理由等

■個別支援案件の掘り起し
　プラットフォーム支援により、次代を担う本市を代
表する産業を輩出するためには、個別支援案件の掘り
起しが必要である。そのために、これまで以上に企業
訪問等を通じた情報の収集に努める。

事業結果

基
本
方
針

戦略産業振興プラットフォームに
よる支援

基
本
施
策

　経済局商工部
　産業政策課　新産業係
　（H30年度は中小企業支援係）

そ の 他
（特記事項）
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ものづくり
基本計画

千円

千円

取
組
状
況

Ｈ29.９.１
現在

Ｈ29.９.１
現在

(％)

Ｈ30.３.31
現在

(％)

成果目標

担当課等

重

点

項

目

⑥

重点項目 平成29年度

補
足
事
項

進
捗
率
等

決算見込額

予 算 額 0

事業結果

■国や県等の補助制度に関する情報収集の実施
　国や県、その他産業支援機関等の発行する施策利用
ガイドブック及びホームページ掲載情報等により、補
助制度に関する情報収集を行った。

事 業 名
⑥国や県等の補助制度の情報提供と
活用モデルの提案

事業概要

　中小製造事業者が事業の展開を図
る上で、補助制度の活用は有効な手
段の一つであります。
　そうした中小製造事業者の取組を
支援するため、国や県等の補助制度
に関する情報の提供をはじめ、実際
に活用した事業者をモデルケースと
して取りまとめ、円滑な利活用が図
れるような提案を行っていきます。

■国や県等の補助制度に関する情報の収集
　国や県、その他産業支援機関等の発行する施策利用
ガイドブック及びホームページ掲載情報等により、補
助制度に関する情報収集を実施することとした。

0

総合計画
の

位置付け
（分野別）

政
策
方
針

大
施
策

中
施
策

国や県等の補助制度に関する情報の
整理及び製造事業者への適時適切な
情報提供

事

業

評

価

産業振興
プラン

位置付け

基
本
方
向 次年度

に向けた
改善点

・
目標の
未達成
理由等

■情報提供方法の検討及び提供の実施
　情報収集後の中小製造事業者への効果的な情報提供
方法及び収集情報をどのような形で取りまとめ、提供
することがより分かりやすいか等の観点の検討がなさ
れていないため、収集情報の提供に向け、検討・改善
に取り組んでいく。

基
本
方
針

基
本
施
策

　経済局商工部
　産業振興課　工業振興係

そ の 他
（特記事項）
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ものづくり
基本計画

千円

千円

取
組
状
況

Ｈ29.９.１
現在

Ｈ29.９.１
現在

0 (％)

Ｈ30.３.31
現在

市内関連施設・団体と連
携した誘致活動
１件／年

100 (％)

成果目標

担当課等

重

点

項

目

⑦

重点項目 平成29年度

補
足
事
項

進
捗
率
等

決算見込額

予 算 額 0

事業結果

■利用促進に向けた首都圏向け誘致活動の実施
　グランシップと共同で、東京ビッグサイト等を利用
している展示会主催団体等を招待し、両施設の見学会
を実施した。見学会では市観光交流文化局及び経済
局、（公財）するが企画観光局を交え、施設の利用促
進や地域魅力のＰＲに努めた。

事 業 名
⑦展示販売会等の開催による販路拡
大に向けた支援

事業概要

　中小製造事業者の販路拡大につい
ては、展示場面積で全国10位の規模
を有する公益財団法人静岡産業振興
協会のツインメッセ静岡を会場とし
て、展示販売会や商談会等の開催を
進めていきます。

■利用促進に向けた協議の実施
　2020年オリンピック・パラリンピック開催時の催事
誘致を積極的に推し進めるため、グランシップ(公財)
静岡県文化財団）との間で協議を実施。

0

総合計画
の

位置付け
（分野別）

政
策
方
針

商工・物流

大
施
策

世界・全国に挑戦する中小企業の
振興を図ります

中
施
策

新市場・販路開拓に対する支援

市内関連施設・団体と連携した誘致
活動　１件／年

事

業

評

価

産業振興
プラン

位置付け

基
本
方
向 次年度

に向けた
改善点

・
目標の
未達成
理由等

■次年度以降も継続して首都圏関係機関等へのＰＲや誘致活

動を実施する。

■ また、これらの事業・活動において、市と（公財）静岡産

業振興協会の連携を深めていく。

■展示会等の開催については、誘致による開催だけでなく、

主催事業としての開催も含め、検討していく。

基
本
方
針

基
本
施
策

　経済局商工部
　産業振興課　工業振興係

そ の 他
（特記事項）
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ものづくり
基本計画

千円

千円

取
組
状
況

Ｈ29.９.１
現在

Ｈ29.９.１
現在

(％)

Ｈ30.３.31
現在

(％)

成果目標

担当課等

重

点

項

目

⑧

重点項目 平成29年度

補
足
事
項

進
捗
率
等

決算見込額

予 算 額 0

事業結果

■会報の配架
　日立清水理科クラブが毎月発行する会報を産業振興
課カウンターに配架し、活動の周知を実施した。

■ＯＢ人材の活用について
　平成30年度に開催を予定している「静岡市新現役交
流会」等のＯＢ人材活用施策について、ＮＰＯ法人マ
ンパワーカフェと意見交換を行った。

事 業 名
⑧ものづくり関連の民間活動団体へ
の支援

事業概要

　地域で活躍するものづくり関連団体と

しては、大手製造企業出身のエンジニア

を中心に組織とする日立清水理科クラブ

やＮＰＯ法人マンパワーカフェが挙げら

れます。

　日立清水理科クラブでは、子ども達へ

の理科教育をはじめ、ものづくりの醍醐

味などを併せて提供しています。

　また、ＮＰＯ法人マンパワーカフェに

ついては、中小製造事業者が抱える課題

への的確なアドバイスなどを行っていま

す。

　こうした地域社会に大きな貢献を果た

している公益性の高い団体に対しては、

広報等を通じて団体活動を幅広く周知す

るなど、積極的な側面支援を展開してい

きます。

■会報の配架
　日立清水理科クラブが毎月発行する会報を産業振興
課カウンターに配架し、活動の周知を実施。

■ＯＢ人材の活用について
　次年度以降のＯＢ人材活用事業の実施に向け、ＮＰ
Ｏ法人マンパワーカフェの活動状況についてヒアリン
グを行う予定。

0

総合計画
の

位置付け
（分野別）

政
策
方
針

大
施
策

中
施
策

広報等による支援の実施

事

業

評

価

産業振興
プラン

位置付け

基
本
方
向 次年度

に向けた
改善点

・
目標の
未達成
理由等

■日立清水理科に対しては、次年度以降も側面支援を
展開していく。

■ＮＰＯ法人マンパワーカフェのＯＢ人材を活用した
活動についてＰＲを行う。

基
本
方
針

基
本
施
策

　経済局商工部
　産業振興課　工業振興係

そ の 他
（特記事項）
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ものづくり
基本計画

千円

千円

取
組
状
況

Ｈ29.９.１
現在

進
捗
率
等

Ｈ30.３.31
現在

(新規企業立地件数）
26件

153 (％)

補
足
事
項

成果目標

担当課等
　経済局商工部
　産業振興課　企業立地係

そ の 他
（特記事項）

政
策

１　次代を担う本市を代表する
産業を生み出します

施
策

３　企業の誘致を留置の推進

産業振興
プラン

位置付け
（分野別計
画、総合計
画と同様）

分
野

３　商工・物流分野

■新規企業立地件数　26件
　市外企業の誘致、市内企業の留置に向けて、積極的
な企業訪問を実施し、本市の立地優位性・ビジネス環
境のＰＲや助成制度の情報発信を積極的に行うこと
で、企業立地の促進に努めている。
　企業が具体的な立地物件を求めている場合は、市内
の不動産業者と連携し、条件に合う物件情報を提供し
マッチングを行っている。
　また、企業ニーズに合わせて助成制度の見直しを図
るとともに、立地に際しての様々な行政手続きに係る
ワンストップサービスを産業振興課が担うなど、企業
に寄り添った支援を実施している。

（参考事項）
　　・市内企業訪問　　　389件
　　・市外企業訪問　　　119件
　　・企業立地相談件数　189件

　新規企業立地件数　17件／年
　（第３次総合計画）
　平成27～30年度　68件
　平成31～34年度　68件

事

業

評

価

事業結果

事業概要

総合計画
の

位置付け
（分野別）

分
野

３　商工・物流分野

政
策

１　次代を担う本市を代表する
産業を生み出します

施
策

３　企業の誘致を留置の推進

次年度
に向けた
改善点

・
目標の
未達成
理由等

　今後予定されている大規模立地案件への対応のた
め、助成制度の見直しや、交付事務手続きの簡素化等
の検討を行う。

　企業の誘致と留置の推進については、

すでに策定済みの「静岡市企業立地戦略

指針」や企業立地促進法に基づく「静岡

市地域の基本計画」を進めるとともに、

事業者の抱える課題等を把握していきま

す。また、企業に対しては、遊休用地・

設備等の再編をはじめ、市内における事

業継続、新規立地を促す情報提供及びＰ

Ｒ活動のほか、優遇策の提供により、市

内企業の留置と市外からの新規誘致を積

極的に進めます。

　特に、広域交通インフラを活かした物

流関連産業の立地促進、都市機能の集積

を活かした都市型関連産業の立地促進、

そして第２次静岡市産業振興プランに掲

げた戦略産業の立地促進などを実施して

いきます。

　さらに、企業立地用地の確保の推進に

ついては、民間による開発促進に向けた

支援の拡充のほか、公共による開発を含

めた用地確保を検討します。

　市外企業の誘致、市内企業の留置に向けて、積極的
な企業訪問を実施し、本市の立地優位性・ビジネス環
境のＰＲや助成制度の情報発信を積極的に行うこと
で、企業立地の促進に努めている。
　企業が具体的な立地物件を求めている場合は、市内
の不動産業者と連携し、条件に合う物件情報を提供し
マッチングを行っている。
　また、企業ニーズに合わせて助成制度の見直しを図
るとともに、立地に際しての様々な行政手続きに係る
ワンストップサービスを産業振興課が担うなど、企業
に寄り添った支援を実施している。

・新規企業立地件数　26件　・市内企業訪問　389件
・市外企業訪問　119件　・企業立地相談件数　189件

決算見込額 490,067

事

業

１

（方針１）企業の誘致と留置の推進 平成29年度

事 業 名 （事業１）企業立地の推進

予 算 額 542,000
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ものづくり
基本計画

千円

千円

取
組
状
況

Ｈ29.９.１
現在

Ｈ29.９.１
現在

─ ─ (%)

Ｈ30.３.31
現在

商談成約率（名刺交換件
数のうち商談に進んだ件
数の割合）　11％

220 (%)

成果目標

担当課等

事

業

２

（方針２）新市場・販路開拓に対する支援（異
業種交流支援を含む）

平成29年度

補
足
事
項

進
捗
率
等

決算見込額

予 算 額 9,200

事業結果

■申請件数：45件
　執行額　：9,072千円
　名刺交換数（確認できたもの）7,290件
　商談に進んだ件数　774件
■海外展示会への出展を行った企業数は４社。
■金融機関を中心に補助金の周知活動を実施し、助成
制度の活用促進に努めた。
■補助金の利用回数に応じた補助上限額の引き下げを
導入した。

事 業 名
（事業２）全国規模等の見本市
への出展助成

事業概要

　市内の中小製造事業者が、販
路を開拓し、製品の販売促進に
向けて、市内外で開催される全
国規模、または国際的な展示会
や見本市等に出展又は開催する
経費のうち、小間料等を助成し
ます。
　助成内容の拡充については、
助成に基づく成約額等の実績な
どを考慮しながら検討していき
ます。

　■補助申請件数及び執行額
　　・補助申請件数　42件
　　・執行額　 8,920千円

9,072

総合計画
の

位置付け
（分野別）

政
策
方
針

商工・物流

大
施
策

世界・全国に挑戦する中小企
業の振興を図ります

中
施
策

新市場・販路開拓に対する支
援

商談成約率（名刺交換件数のう
ち商談に進んだ件数の割合）
５％

事

業

評

価

産業振興
プラン

位置付け

基
本
方
向 次年度

に向けた
改善点

・
目標の
未達成
理由等

■申請事業者の固定化が課題となっているため、今後
は周知方法を工夫するなどして、広く本制度の周知を
図るようにしたい。

基
本
方
針

基
本
施
策

　経済局商工部
　産業振興課　工業振興係

そ の 他
（特記事項）
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ものづくり
基本計画

千円

千円

取
組
状
況

Ｈ29.９.１
現在

Ｈ29.９.１
現在

0円 0 ％

補
足
事
項

Ｈ30.３.31
現在

490万円 98 (％)

成果目標

担当課等

4,601

事

業

3-1

（方針２）新市場・販路開拓に対する支援（異
業種交流支援を含む）

平成29年度

事 業 名

（事業３）首都圏におけるプロ
モーションの強化
（事業３－１）特産品東京展示
会事業

予 算 額

進
捗
率
等

決算額 4,597

事業結果

■10月11日～13日までの３日間、東京新宿駅西口広場
イベントコーナーにおいて、「静岡市の特産品　新宿
展示会」を開催し、伝統工芸品を中心とした本市地場
産品等の販売を実施した。伝統工芸実演では、するが
クリエイティブに所属する職人による実演を行った。
また、「いつでもどこでもお茶を　ポータブル茶室で
楽しむ静岡茶」と題して静岡茶教室を開催するなど広
く本市をＰＲした。各職人の丁寧な接客で展示後の商
談にもつながり、大きな成果を得ることができた。

　期間中の来場者数　約13,000人
　期間中の売上額　　約4,899千円

事業概要

　この事業は、首都圏の商業施
設等（東京丸の内ＫＩＴＴＥや
ＪＲ新宿駅構内のイベントコー
ナーなど）において、本市特産
品の展示販売のほか、職人によ
る実演等を実施し、伝統的工芸
品を含む地場産品の販売促進に
取り組みます。
　また、展示会事業では、展示
販売だけでなく、バイヤーを招
いて商談機会を設けるなど、更
なる販売促進に結び付ける取組
も実施していきます。
　開催会場については、本市地
場産業にとって、収益性の向上
等の効果が見込める会場を検討
して選定します。

■10月11日～13日までの３日間、東京新宿駅西口広場
イベントコーナーにおいて、「静岡市の特産品　新宿
展示会」を開催し、伝統工芸品を中心とした、本市地
場産品等の販売を予定している。伝統工芸実演では、
するがクリエイティブに所属する職人による実演を予
定している。また、「いつでもどこでもお茶を　ポー
タブル茶室で楽しむ静岡茶」と題して静岡茶教室を開
催するなど広く本市をＰＲする。

総合計画
の

位置付け
（分野別）

政
策
方
針

商工・物流

大
施
策

世界・全国に挑戦する中小企
業の振興を図ります

中
施
策

新市場・販路開拓に対する支
援、シティプロモーションの
推進

会場売上金額（万円）
500万円／年（2,000万円／４
年）

事

業

評

価

産業振興
プラン

位置付け

政
策
方
針

商工・物流

次年度
に向けた
改善点

・
目標の
未達成
理由等

■当展示会は16回目を迎え、来場者の約４割がリピーターであるなど首

都圏に定着してきたと言える。しかし、約２割の方は静岡市の工芸品を

知らないと回答しており、工芸品のＰＲを強化することが課題である。

■静岡ならではの企画展の開催や、デジタルサイネージ、facebook等電

子情報媒体を活用していくことで幅広い年齢層の方へ来場していただ

く。また、出店者の配置を確認し、引き続き売上増を目指していく。

■目標未達成の理由

例年より新宿駅西口の利用者が少なく、目標とする売上金額を達成でき

なかった。現在利用していない１／４エリアを他団体と協力し西口広場

イベントコーナー全体を借りることで、盛り上がりある展示会を行える

よう検討していく。

大
施
策

世界・全国に挑戦する中小企
業の振興を図ります

中
施
策

新市場・販路開拓に対する支
援、シティプロモーションの
推進

　経済局商工部
　産業振興課　地場産業係

そ の 他
（特記事項）
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ものづくり
基本計画

千円

千円

取
組
状
況

Ｈ29.９.１
現在

Ｈ29.９.１
現在

138,021人 56 (％)

補
足
事
項

Ｈ30.３.31
現在

233,888人 95 (％)

成果目標

担当課等

基
本
方
向

戦略産業の振興

次年度
に向けた
改善点

・
目標の
未達成
理由等

①首都圏ＰＲについては、より効果的なイベント内容
及び来場者が静岡市を感じられるような会場レイアウ
ト作りを検討する。

②各プロモーション事業を実施したことによる効果を
検証し、次年度以降の施策に反映していく。

基
本
方
針

観光・ブランド産業

基
本
施
策

ホビー産業育成支援事業

　経済局商工部
　産業振興課　工業振興係

そ の 他
（特記事項）

総合計画
の

位置付け
（分野別）

政
策
方
針

商工・物流

大
施
策

次代を担う本市を代表する産業
を生み出します

中
施
策

戦略産業の育成・集積を推進

下記のとおりプロモーション事業を行った。

■首都圏ＰＲ（第１回目）

　名称：ホビーのまち静岡inイオンレイクタウン

　期間：平成30年３月10日～11日（２日間）

　会場：レイクタウンmori 1F 木の広場（埼玉県越谷市）

　来場客数：10,000人

■小田急電鉄広告掲載

　　掲載枚数：中刷り広告　2,000枚（全車両）／駅貼りポスター　70枚

（全駅）

　　掲載期間：中吊り広告　４日間／駅貼りポスター　２週間

■ホビーのまち静岡 動画配信

　概要：ホビーのまち静岡の歴史やイベントを紹介するPV（Ｈ27年度作

成）をyoutubeやホビースクエアHPで動画を配信した。

事 業 名

（事業３）首都圏におけるプロ
モーションの強化
（事業３－２）ホビーのまち静岡
推進事業

事業概要

事業結果

　ホビーのまち静岡の推進を図る中で

は、本市の特長であるプラスチックモ
デル産業を基盤としながらも、今後

は、クリエイティブ、アート、コンテ
ンツ等とホビー産業の関連分野との新

たな連携や融合に取り組んで、ホビー
関連産業の裾野拡大に努めます。

　こうしたホビー関連産業の広がりに
向けては、動画配信のほか、首都圏の

商業施設等において、ＰＲ活動等を継
続的に実施し、更なる顧客の拡大や新
たな購買層の獲得に結び付けていきま

す。
　このような裾野拡大やＰＲ活動等の

継続的な実施により、多くの方々に
「静岡市に行けば、一生楽しめる趣味

が見つかる」や、「ホビーと聞けば、
即座に静岡市をイメージする」と認識

していただけるように努めていきま

す。
進
捗
率
等

関連施設・イベント入込客数

247千人

事

業

3-2

（方針２）新市場・販路開拓に対する支援（異業
種交流支援を含む）

決算見込額

産業振興
プラン

位置付け

事

業

評

価

予 算 額

平成29年度

74,628

73,594

○小田急電鉄広告掲載
　　掲載枚数：中刷り広告　2,000枚（全車両）／駅貼りポス
ター　70枚（全駅）
　　掲載期間：中吊り広告　５日間／駅貼りポスター　２週間
○ホビーのまち静岡 動画配信
　概要：ホビーのまち静岡の歴史やイベントを紹介するPV（Ｈ
27年度作成）をyoutubeやホビースクエアHPで動画を配信し
た。
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ものづくり
基本計画

千円

千円

取
組
状
況

Ｈ29.９.１
現在

Ｈ29.９.１
現在

展示・販売会等開催回数
７回

58 (％)

Ｈ30.３.31
現在

展示・販売会等開催回数
24回

200 (％)

成果目標

担当課等

補
足
事
項

2,110

事

業

3-3

（方針２）新市場・販路開拓に対する支援（異業種交流
支援を含む）

平成29年度

決算見込額

予 算 額 2,350

　■展示・販売会等実績（9/2～3/31に実施のもの）

　⑧アピタ静岡店 市民投票PRイベント（9/2、3）★
　⑨清水ｴｽﾊﾟﾙｽ ﾎｰﾑｹﾞｰﾑﾁﾗｼ配布（9/23）★
　⑩しずチカ 市民投票PR展示（9/28～10/11）★
　⑪名古屋「ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌｪｱ2017」（10/5）★
　⑫しんきんフェアしずおか2017（10/11）★
　⑬しずまえ・オクシズまつり（10/28）★
　⑭アピタ静岡店 生誕12周年イベント（11/2）
　⑮産業フェアしずおか2017（11/25、26）
　⑯ホビーのまち静岡 クリスマスフェスタ2017（12/9、10）

　⑰静岡市交流会in東京（12/13）
　⑱駿府匠宿「しずおか葵プレミアム展」（1/25～2/6）
　⑲静岡おみやプロジェクト「首都圏商談会（秋葉原）」（2/2）

　⑳静岡おみやプロジェクト「お披露目販売会」（3/24、25）

㉑～㉔ペガサート地下通路 認証品展示４回

　※「★」は市民投票PR関連

事 業 名

（事業３）首都圏におけるプロモーショ
ンの強化
（事業３－３）しずおか葵プレミアム認
証事業

事業概要

　この事業では、本市ならではの魅力を
生かした認証品の販売支援等を通じて、
認証事業者の収益向上に努めるととも
に、消費者に本市を思い描いてもらう認
証品づくりについて、認証事業者、ブラ
ンド認証専門委員、関連事業者、市が連
携を図りながら実施していきます。
　具体的には、バイヤーを含むブランド
認証専門委員による認証品の販売促進に
向けた販路の選定や、大消費地である首
都圏等の商業施設等を想定した販売促進
を支援します。
　さらに、その内容を踏まえて新規認証
再開に向けた制度設計の検討を行い、新
たなステージでの事業推進に取り組んで
いきます。

　■展示・販売会等実績（4/1～9/1現在までに実施のもの）

　①第61回静岡まつり（3/31～4/2）
　②2017年 中国天津投資貿易商談会（5/6～9）
　③三保原屋LOFT 市民投票PR展示（8/21～10/31）
　④d-labo静岡 市民投票PR展示（8/21～10/31）
　⑤有楽町“よい仕事おこし”フェア（8/22～23）
　⑥ペガサート地下通路 市民投票PR展示（8/23～10/31）
　⑦駿府楽市「しずおか素敵な手土産展」（8/31～9/6）★

　※「★」は市民投票PR関連

進
捗
率
等

総合計画
の

位置付け
（分野別）

分
野
別

政
策

施
策

展示・販売会等開催回数　12回／年

事

業

評

価

産業振興
プラン

位置付け

分
野
別

次年度
に向けた
改善点

・
目標の
未達成
理由等

■H30年度は「しずおか葵プレミアム」の認知度を高めることで
ブランド価値の向上を図るため、市内外へ広く情報発信できる
WEBコンテンツ（動画等）を活用した積極的なPRを実施する。

事業結果

政
策

施
策

経済局商工部
産業振興課　海洋産業イノベーション推進係

（H30年度担当：工業振興係）

そ の 他
（特記事項）
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ものづくり
基本計画

千円

千円

取
組
状
況

Ｈ29.９.１
現在

Ｈ29.９.１
現在

(支援事業への参加企業数)

H29.２月　１社募集予定
0 (％)

Ｈ30.３.31
現在

(支援事業への参加企業数)

　０社
0 (％)

成果目標

担当課等

補
足
事
項

0

事

業

４

（方針２）新市場・販路開拓に対する支援（異
業種交流支援を含む）

平成29年度

決算見込額

予 算 額 76

■まちみがき戦略推進プラン事業
「中小企業の新規市場開拓・新分野進出への支援」
（情報発信・ビジネスマッチングの機会提供）

・おおた研究・開発フェア（東京都大田区）
　平成29年10月26日～27日　出展企業 なし

・おおた工業フェア（東京都大田区）
　平成30年１月31日～２月２日　出展企業 なし
　※応募企業はあったものの、出展者多数により、
　　出展ができなかった。

事 業 名
（事業４）中小企業の新規市場
開拓・新分野進出への支援

事業概要

　中小企業の新規市場開拓・新
分野進出への支援については、
新規顧客開拓や新分野進出を目
指す市内企業を支援するため、
情報発信及びビジネスマッチン
グの機会提供を推進します。

■まちみがき戦略推進プラン事業
「中小企業の新規市場開拓・新分野進出への支援」
（情報発信・ビジネスマッチングの機会提供）
　・おおた研究・開発フェア
　　平成29年10月26日～27日　出展予定０社
　・おおた工業フェア
　　平成30年１月31日～２月２日　出展予定０社

進
捗
率
等

総合計画
の

位置付け
（分野別）

分
野

商工・物流

政
策

世界・全国に挑戦する中小企
業の振興を図ります

施
策
１

新市場・販路開拓に対する支
援

おおた研究・開発フェア及びお
おた工業フェアの出展企業数
２社／年

事

業

評

価

産業振興
プラン

位置付け

分
野

次年度
に向けた
改善点

・
目標の
未達成
理由等

■研究・開発フェアについては、年々応募企業が減り
平成29年度は０社であったこと、過去の出展企業への
ヒアリングから出展効果があまり期待できないことか
ら、次年度以降の出展については廃止を検討する。
■工業フェアについては、出展を希望する企業もあ
り、工業系展示会として一定の効果が期待できること
から、引き続き募集を行う（出展の可否は展示会全体
の出展数による。大田区外企業は優先順位が低
い。）。

事業結果

政
策

施
策
１

　経済局商工部
　産業振興課　工業振興係

そ の 他
（特記事項）
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ものづくり
基本計画

千円

千円

取
組
状
況

Ｈ29.９.１
現在

Ｈ29.９.１
現在

Ｈ30.３.31
現在

担当課等

事

業

５

（方針２）新市場・販路開拓に対する支援（異業種交流支援を含
む）

平成29年度

事 業 名 （事業５）地場産品の販路開拓と販売促進

予 算 額 23,258

決算額 23,097

事業概要

　この事業では、伝統工芸創造部会の提言等に基づい
て、次に掲げる５つのポイントのもとで、伝統的工芸品

を含む地場産品の販路開拓と販売促進を検討して事業化
を進め、地場産業関連事業者の収益性の向上に努めてい
きます。

■（事業５－１）伝統工芸品等の展示販売会の充実化
■（事業５－２）海外における地場産品の販路開拓
■（事業５－３）インターネットの活用による地場産品
の販売促進
■（事業５－４）問屋的機能の再興に向けた検討
■（事業５－５）地場産品販売拠点の充実化

　伝統的工芸品を含む地場産品については、販路開拓と
販売促進に関する課題を抱えているため、顧客のニーズ
を把握した上で、展示販売会の充実をはじめ、海外販路
の開拓、インターネットを活用した販売促進に向けた支
援を展開します。
　また、地場産品の販売拠点であるＪＲ静岡駅構内の駿
府楽市については、観光事業担当課などとも連携し、観
光客の来店を促す特典等を検討するなど、これまで以上
に販売を促進させる取組を推進していきます。
　さらに、伝統的工芸品については、売上げが見込める
商品づくりに努めていきます。
　そのためには、首都圏等におけるテストマーケティン
グの実施をはじめ、顧客ニーズに関する情報を的確に伝
統工芸職人に伝えるなど、消費者と生産者を結ぶととも

に、伝統工芸分野の収益性を高める問屋的機能の再興を
検討していきます。

■静岡市の特産品東京展示会事業、シズオカ「ＫＡＧ
Ｕ」メッセ等、各種展示会開催による販路拡大を行う

■駿府楽市との定例検討会の実施　５回

■ＪＲ静岡駅構内アスティ静岡の「駿府楽市」静岡市
特産品展示コーナーにおいて年間28回の展示会を開催
予定、内現在までに12展示会を実施した。

４／１～８／31までの来場者数　170,590人

進
捗
率
等

（5-4）業界及び駿府楽市との検討会実施回数　12回

44％

（5-5）駅駿府楽市来場者数　17.1万人　41％

成果目標

（５－１）各展示販売会来場者数　270,000人
（５－２）（海外に向けた）開発と販路等の検討
（５－３）駿府楽市Ｗｅｂページ改修（済）
（５－４）業界及び駿府楽市との検討会実施回数
27回
（５－５）駅駿府楽市来場者数　　41.5万人

（5-1）各展示販売会来場者数　274,423人　102％

（5-2）ＪＥＴＲＯの採択に至らなかったため未実施

（5-4）業界及び駿府楽市との検討会実施回数 28回 104％

（5-5）駅駿府楽市来場者数　42.4万人　102％

事

業

評

価

事業結果

■静岡市の特産品東京展示会事業、シズオカ「KAGU」
メッセ等、各種展示会の入場者数       285,621人

■ＪＥＴＲＯの事業枠で海外の展示会に出展し、静岡
市の工芸品（静岡挽物等）の展示を行う予定であった
が、採択に至らなかったため未実施

■駿府楽市と業界、市の検討会の実施 28回

■ＪＲ静岡駅構内アスティ静岡の「駿府楽市」静岡市
特産品展示コーナーにおいて年間28回の展示会を開催
した。　　年間来場者数　424,320人

総合計画
の

位置付け
（分野別）

政
策
方
針

商工・物流

大
施
策

世界・全国に挑戦する中小企業の振興を図りま
す

中
施
策

新市場・販路開拓に対する支援、シティプロ
モーションの推進

産業振興
プラン

位置付け

政
策
方
針

商工・物流

次年度
に向けた
改善点

・
目標の
未達成
理由等

■駿府楽市との定例検討会や業界との協議は実施でき
ているが、問屋的機能に係る協議に発展させていく必
要がある。
■海外でのシティプロモーション等の場を活用し工芸
品等地場産品をＰＲしていく必要がある。
■駿府楽市の静岡市特産品展示コーナーの展示会は引
き続き継続させ、一層の来場者向上を図っていく。
■駅楽市に関しては開店時から大規模な内装修繕が行
われていない。小規模修繕は実施したが、照明の店舗
部分と合わせ展示コーナーの大規模なリニューアルを
実施する必要がある。

大
施
策

世界・全国に挑戦する中小企業の振興を図りま
す

中
施
策

新市場・販路開拓に対する支援、シティプロ
モーションの推進

　経済局商工部
　産業振興課　地場産業係

そ の 他
（特記事項）
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ものづくり
基本計画

千円

千円

取
組
状
況

Ｈ29.９.１
現在

Ｈ29.９.１
現在

(％)

Ｈ30.３.31
現在

(％)

成果目標

担当課等

事

業

６

（方針３）新製品・技術開発等に対する支援 平成29年度

補
足
事
項

進
捗
率
等

決算見込額

予 算 額 0

事業結果

■静岡商工会議所機構事務局との連携の中で、大学や
業界団体とのマッチング可能性を調査したが、結びつ
いていない。

■地場産業企業との協議を実施したが、同機構のノウ
ハウ活用までは至っていない。

事 業 名
（事業６）新産業開発振興機構
の活用に関する検討

事業概要

　地場産品の開発や販促をはじ
め、地場産業界の競争力強化に
関しては、新たな進展を図るた
め、製造事業者の集積機関であ
る新産業開発振興機構との連携
促進に向けて検討を進めます。

■静岡商工会議所機構事務局との協議を継続し、木漆
部会員を活用し伝統工芸を含めた地場産業界と新産業
開発振興機構との連携を模索していく。

■機構が有する多様な経営資源のうち、伝統工芸業界
とマッチングできる業種を検討しその調整をしてい
く。

■地場産業企業と連携について協議した

0

総合計画
の

位置付け
（分野別）

政
策
方
針

大
施
策

中
施
策

新産業開発振興機構との連携促
進に向けた検討

事

業

評

価

産業振興
プラン

位置付け

基
本
方
向 次年度

に向けた
改善点

・
目標の
未達成
理由等

■静岡商工会議所機構事務局との協議を継続し、伝統
工芸を含む地場産業と新産業開発振興機構との連携可
能性を引き続き検討していく。

■地場産業団体に対し、引き続き大学や研究機関との
連携について希望調査していく。

基
本
方
針

基
本
施
策

　経済局商工部
　産業振興課　地場産業係

そ の 他
（特記事項）
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ものづくり
基本計画

千円

千円

取
組
状
況

Ｈ29.９.１
現在

Ｈ29.９.１
現在

0 (％)

補
足
事
項

Ｈ30.３.31
現在

（市内製造事業者対象と
した支援施設見学開催件
数）１件

100 (％)

成果目標

担当課等

基
本
方
針

基
本
施
策

　経済局商工部
　産業振興課　工業振興係

そ の 他
（特記事項）

産業振興
プラン

位置付け

基
本
方
向 次年度

に向けた
改善点

・
目標の
未達成
理由等

■製造事業者と支援機関等との橋渡しに向けた取り組み
は次年度以降も継続して実施していく。

中
施
策

市内製造事業者対象とした支援
施設見学開催件数　１件／年

事

業

評

価

事業概要

　この事業では、中小製造事業
者や業界団体等を訪問し、開発
や生産技術等に関する課題など
を把握した上で支援テーマを設
定し、中小製造事業者の生産活
動を支援していきます。
　初年度である平成26年度には
３Ｄプリンタをテーマに設定
し、セミナーの開催や、市・事
業者で組織された研究会を通じ
て、商品開発を支援する仕組み
作り等について検討を進めてい
ます。
　　今後は、県や関係機関との
連携を強化しながら、３Ｄプリ
ンタや、知的財産を利用した技
術開発事業を検討し、引き続
き、中小製造事業者に対する生
産活動を支援していきます。

■開発や生産技術等に関する課題を抱える市内製造事業
者と課題解決に向けた各種訓練コースを備える清水テク
ノカレッジ（静岡県立清水技術専門校）との橋渡しのた
めの取組について検討を行った。

総合計画
の

位置付け
（分野別）

政
策
方
針

大
施
策

事業結果

■清水テクノカレッジ（静岡県立清水技術専門校）にお
いて、市内製造事業者７社を対象に施設見学会を実施し
た。
　施設見学会では、市内製造事業者が清水テクノカレッ
ジの訓練内容に理解を示すとともに、今後希望する訓練
内容等について、意見交換を行うことができた。

予 算 額

進
捗
率
等

決算見込額

事

業

７

（方針３）新製品・技術開発等に対する支援 平成29年度

事 業 名
（事業７）中小企業技術開発支
援事業
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ものづくり
基本計画

千円

千円

取
組
状
況

Ｈ29.９.１
現在

Ｈ29.９.１
現在

講演会、講習会開催回数
１回

33 (％)

Ｈ30.３.31
現在

講習会、講習会
指導会開催回数 ５回

167 (％)

成果目標

担当課等

大
施
策

世界・全国に挑戦する中小企
業の振興を図ります

中
施
策

新製品・技術開発等に対する
支援

　経済局商工部
　産業振興課　地場産業係

そ の 他
（特記事項）

事

業

評

価

産業振興
プラン

位置付け

政
策
方
針

商工・物流

次年度
に向けた
改善点

・
目標の
未達成
理由等

■漆器商品流通化の実施
　乾漆を中心とした漆器商品開発については開発段階
は高いレベルへと達しており、専門家指導により販路
開拓を継続していく。

■実践講座の継続
　販売実践講座が好評を博したように、直売への関心
が高いことから、ＶＭＤ等の手法を学ぶ実践講座を継
続していく。

総合計画
の

位置付け
（分野別）

政
策
方
針

商工・物流

大
施
策

世界・全国に挑戦する中小企
業の振興を図ります

中
施
策

新製品・技術開発等に対する
支援

講演会、指導会等の開催回数
３回

事業結果

■技術講習会の開催
　塗装技術研究会の実施　２回

■商品開発・販路開拓講演会の開催
　商品開発・販路開拓講演会　１回

「くらしをうるおす木と漆～創作工房・輪島キリモトの挑

戦」(桐本泰一氏）

■商品開発支援事業の実施
　漆器商品開発研究会　１回
　「乾漆研究会」

■実践講座の実施
　販売実践講座　１回（４日連続）

「売上をつくる売り場を、つくる～ＶＭＤビジュアルマー

チャンダイジング実践講座」（繁田和美氏）

事 業 名
（事業８）若手グループの商品
開発支援（ものづくり相談・支
援）

事業概要

　この事業では、市内地場産業
の活性化に向けて、デザイン、
加工技術、経営等に関する各種
講演会や講習会のほか、事業者
のニーズに基づいて、実務経験
等が豊富な人材を派遣し、地場
産業関連事業者を支援します。

　■技術講習会の開催
　　塗装技術研究会の実施　２回（計２回予定）

　■販路開拓講演会の開催
　　販路開拓講演会０回（１回予定）

　■商品開発支援事業の実施
　　漆器商品開発研究会（１回）（１回予定）

　■販売実践講座の実施
　　VMD実践指導０回（１回予定）

進
捗
率
等

決算見込額

予 算 額 1,143

1,128

事

業

８

（方針３）新製品・技術開発等に対する支援 平成29年度

補
足
事
項
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ものづくり
基本計画

千円

千円

取
組
状
況

Ｈ29.９.１
現在

Ｈ29.９.１
現在

商品化件数　０件 0 (％)

Ｈ30.３.31
現在

商品化件数　６件 100 (％)

成果目標

担当課等

事

業

9-1

（方針３）新製品・技術開発等に対する支援 平成29年度

補
足
事
項

進
捗
率
等

決算見込額

予 算 額 指定管理料88,290千円の一部

事業結果

【静岡おみやプロジェクト】

・プロジェクト期間　平成29年６月中旬～平成30年３月末
・参加企業数　６社

・事業アドバイザーのもと、市場の動向を見直し、消費者
ニーズ調査を行うなど、マーケティング戦略に沿った商品開

発を一貫して支援した。

・商品化件数　６件

事 業 名

（事業９）専門家の指導による
商品企画・開発支援
（事業９－１）商品企画・開発
支援プロジェクト事業

事業概要

　商品企画や開発支援では、産
学交流支援センターにおいて、
マーケティング等の専門家を活
用し、地域資源を生かした商品
づくりを支援します。

【静岡おみやプロジェクト】

・プロジェクト期間　平成29年６月中旬～平成30年３月末
・上限枠　６社

・これまでに、勉強会、参加企業訪問、ニーズ調査を実施。

マーケティング戦略に沿った商品開発に向け進捗中。

【今後の予定】
・コンセプト及び戦略策定

・商品開発
・パッケージ開発

指定管理料88,290千円の一部

総合計画
の

位置付け
（分野別）

政
策
方
針

３　商工・物流

大
施
策

01 次代を担う本市を代表す
る
産業を生み出します

中
施
策

01 戦略産業の育成・集積を
推進

商品化件数
６件/年

事

業

評

価

産業振興
プラン

位置付け

基
本
方
向

３　商工・物流

次年度
に向けた
改善点

・
目標の
未達成
理由等

　原材料に地場農産物を扱う参加企業については、商
品化することはできたが、農産物の不作により販売に
至らなかった。

基
本
方
針

01 次代を担う本市を代表す
る
産業を生み出します

基
本
施
策

01 戦略産業の育成・集積を
推進

　経済局商工部
　産業政策課　新産業係
　（H30年度は中小企業支援係）

そ の 他
（特記事項）
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ものづくり
基本計画

千円

千円

取
組
状
況

Ｈ29.９.１
現在

Ｈ29.９.１
現在

新商品開発及び産業財産権出
願等の件数　16件

　（内訳）
　新商品助成件数　４件

産業財産権助成件数　12件

64 (％)

Ｈ30.３.31
現在

新商品開発及び産業財産権出

願等の件数　22件
　（内訳）

　新商品助成件数　４件

産業財産権助成件数　18件

88 (％)

成果目標

担当課等

基
本
方
針

基
本
施
策

　経済局商工部
　産業振興課　工業振興係

そ の 他
（特記事項）

■平成29年度から、補助対象を特許・実用新案に限定してい

る。

事

業

評

価

産業振興
プラン

位置付け

基
本
方
向 次年度

に向けた
改善点

・
目標の
未達成
理由等

■新商品を開発した時点で事業終了とすることなく、開発さ
れた製品の販路開拓や他制度との連携に向けた検討を行う。

■静岡県発明協会と連携を図り、補助制度を活用しながら企
業の積極的な産業財産権出願を促進し、市内製造業の技術保

護につなげたい。

総合計画
の

位置付け
（分野別）

政
策
方
針

商工・物流

大
施
策

世界・全国に挑戦する中小企
業の振興を図ります

中
施
策

新商品・技術開発等に対する
支援

新商品開発及び産業財産権出願
等の件数
25件/年

事業結果

■新商品等開発助成
　新規性・市場性・事業完了見込等を基準とした審査を経

て、４件の補助金交付申請を受理した。中間検査で現地訪問
により進捗状況を確認したところ、各事業所とも課題点等は

あったものの、順調に開発を進めており、交付決定した４社
全て、年度内に開発を終えることができた。（交付金額：

3,540千円）

■産業財産権出願等助成
　年度末までに次のとおりの交付申請があった。

　申請件数　18件

（交付金額：1,796千円）

■事業の周知活動
　市内金融機関等の各関係企業、団体への訪問や会議におい

ての説明を通じて、本事業の周知を図り、助成制度の活用促
進に努めた。

事 業 名

（事業９）専門家の指導による
商品企画・開発支援
（事業９－２）新商品・特許事
業

事業概要

　市内中小製造事業者が取り組
む新商品の開発及び特許等の産
業財産権の取得などについて
は、その出願経費の一部を助成
します。
　なお、新商品開発の経費助成
については、本市産業経済の牽
引が期待される産業に関して、
産業振興プランに掲げる戦略産
業の事業者を対象に助成内容の
拡充について検討します。

■新商品等開発助成
　新規性・市場性・事業完了見込等を基準とした審査を経て、
４件の補助金交付申請を受理している。今後、１月末までに中
間検査を実施し、年度末の事業完了報告を経て補助金を交付
する。（交付決定額：3,920千円）

■産業財産権出願等助成
　９月１日現在、補助金交付申請件数は12件となっている。
　特許：10件、実用新案：２件
　今後、事業完了報告を経て補助金を交付する。
　（交付決定額:1,200千円）

進
捗
率
等

決算見込額

予 算 額 6,150

5,336

事

業

9-2

（方針３）新製品・技術開発等に対する支援 平成29年度

補
足
事
項
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ものづくり
基本計画

千円

千円

取
組
状
況

Ｈ29.９.１
現在

Ｈ29.９.１
現在

0 (％)

Ｈ30.３.31
現在

（開発点数）27点
135 (％)

成果目標

担当課等

補
足
事
項

6,305

事

業

10

（方針３）新製品・技術開発等に対する支援 平成29年度

決算見込額

予 算 額 6,437

■事業参加者及びデザイナーの各チームの決定

　意欲ある事業所を募り、参加６者が公募デザイナー６名を選出し、プロ
デューサー指導のもと協議を行った。

■デザイン開発
　各チームごとに協議を繰り返し、ビジョンの策定とそれに基づく デザイ

ン開発を行った。

■試作とリデザインによる製品試作
　デザイン図面に基づき、試作を行い、必要に応じリデザインや再試作

等を実施し、プロトタイプを開発した。
■販売ツール作成と広報活動

　開発品の撮影等を行いパンフレットを作成。ＨＰ等で展示会等につい
て告知を行いＰＲに努めた。

■展示会への出展
　「東京インターナショナルギフトショー」（２月）に出展。多数の来場者の

反応を確かめ、営業活動を行った。
■商品化の摸索

　反響を基に商品修正等を実施。各展示会出展等での反響先を中心と

して、営業活動を継続。販路開拓作業を継続実施した。

事 業 名

（事業10）アーティストとのコ
ラボレーション支援推進
（ニューウェーブしずおか創造
事業）

事業概要

　この事業では、本市の特色を
生かして開発される家具等の新
商品開発と新規の流通開拓を支
援します。
　具体的には、意欲ある企業に
よる研究会の立ち上げのほか、
事業者とデザイナー等との協働
によって開発された商品を流通
市場で広くＰＲすることで販売
促進を支援します。

■参加者募集とデザイナー公募によるデザイン開発
　新たに参加企業を募集しデザイナーを公募。プロ
デューサーの指導のもとでデザイナーと協同しデザイ
ン開発を行い試作を行った。
■商品試作とリデザイン
　デザイン開発された商品を試作中。プロデューサー
指導のもとリデザインを実施予定。
■展示会への出展(予定）
　東京インターナショナルギフトショー」に出展予
定。各種ＰＲツールを作成し、商品化を模索する。

進
捗
率
等

総合計画
の

位置付け
（分野別）

政
策
方
針

商工・物流

大
施
策

世界・全国に挑戦する中小企
業の振興を図ります

中
施
策

新製品・技術開発等に対する
支援

　開発点数
　　各年度　20点

事

業

評

価

産業振興
プラン

位置付け

政
策
方
針

商工・物流

次年度
に向けた
改善点

・
目標の
未達成
理由等

■改善点等
　流通化率をより高めるため、首都圏での見本市出展
の反復化に加えて、小売店出展や小規模展示会等によ
り、市場への展開を多面化する。

事業結果

大
施
策

世界・全国に挑戦する中小企
業の振興を図ります

中
施
策

新製品・技術開発等に対する
支援

　経済局商工部
　産業振興課　地場産業係

そ の 他
（特記事項）
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ものづくり
基本計画

千円

千円

取
組
状
況

Ｈ29.９.１
現在

Ｈ29.９.１
現在

（産学共同研究数）９件 129 (％)

Ｈ30.３.31
現在

（産学共同研究数）９件 129 (％)

成果目標

担当課等

基
本
方
針

01 次代を担う本市を代表す
る
産業を生み出します

基
本
施
策

01 戦略産業の育成・集積を
推進

　経済局商工部
　産業政策課　新産業係

（H30年度は中小企業支援係）

そ の 他
（特記事項）

事

業

評

価

産業振興
プラン

位置付け

基
本
方
向

３　商工・物流

次年度
に向けた
改善点

・
目標の
未達成
理由等

・良質研究テーマの発掘

総合計画
の

位置付け
（分野別）

政
策
方
針

３　商工・物流

大
施
策

01 次代を担う本市を代表す
る
産業を生み出します

中
施
策

01 戦略産業の育成・集積を
推進

７件/年

事業結果

【産学交流センター】
・地域課題に係る産学共同研究に対する委託事業：委
託研究数　９件
・委託期間：平成29年７月～平成30年３月末
・成果発表：平成30年３月15日
・過去の成果事例集を作成し、フォローアップ支援及
び産学共同研究の普及に努めた。

事 業 名
（事業11）地域課題に係る産学
共同研究への支援

事業概要

　この事業は、経済環境の変化
によって生じる高度で複合的な
地域課題を解決するため、地域
の産業界をはじめ、新産業開発
振興機構などが大学の知見・人
材・分析能力を生かし、共同で
取り組む調査研究を支援しま
す。

【産学交流センター】
・地域課題に係る産学共同研究に対する委託事業：委託研究

数　９件
・委託期間：平成29年７月～平成30年３月末

・成果発表：平成30年３月15日

進
捗
率
等

決算見込額

予 算 額 指定管理料88,290千円の一部

指定管理料88,290千円の一部

事

業

11

（方針３）新製品・技術開発等に対する支援 平成29年度

補
足
事
項



39 

ものづくり
基本計画

千円

千円

取
組
状
況

Ｈ29.９.１
現在

Ｈ29.９.１
現在

１回 100 (％)

補
足
事
項

Ｈ30.３.31
現在

１回 100 (％)

成果目標

担当課等

大
施
策

世界・全国に挑戦する中小企
業の振興を図ります

中
施
策

新製品・技術開発等に対する
支援

　経済局商工部
　産業振興課　地場産業係

そ の 他
（特記事項）

産業振興
プラン

位置付け

政
策
方
針

商工・物流

次年度
に向けた
改善点

・
目標の
未達成
理由等

■専門家による指導等の場の継続とレベルアップ
　商品開発指導にマーケティング手法を取り入れ、
マーケットインの発想を学ぶことで現代的販路開拓へ
レベルアップしていく。

世界・全国に挑戦する中小企
業の振興を図ります

中
施
策

新製品・技術開発等に対する
支援

職人向け指導会等開催回数
１回

事

業

評

価

事業概要

　この事業では、伝統工芸創造
部会の提言に基づいて、伝統工
芸職人の新たな商品づくりに向
けた活動を支援するため、顧客
ニーズを考慮した商品開発手法
などを学習する機会を提供しま
す。
　マーケットに触れる機会が多
くない職人や工房では、自己完
結型の商品に陥る危険性があり
ます。
　そのため、技術的側面に加
え、マーケットの声を傾聴する
とともに、それをどのように商
品開発に生かしていくのかとい
う教育の場が必要となります。
これ以外にも、販売促進に向け
た知識をはじめ、ビジネスとし
て展開できるまでの教育機会を
提供します。

■専門家による商品開発や指導会等の場の提供
　職人や事業所経営者等を集め、デザイン又はマーケ
ティング等の専門家を招聘し、商品開発の基礎をはじ
めマーケティングの手法から販路開拓に向けての知識
等を教育する場を設ける（ものづくり相談支援事業に
て充当）。　　　 １回

総合計画
の

位置付け
（分野別）

政
策
方
針

商工・物流

大
施
策

事業結果

■専門家による商品開発や指導会等の場の提供
　職人等を集め、デザイン又はマーケティング等の専
門家を招聘し、商品開発の基礎をはじめマーケティン
グの手法から販路開拓に向けての知識等を教育する場
を設けた。
(ものづくり相談支援事業において充当） １回
 輪島市創作工房経営者招聘　平成30年３月実施

予 算 額

進
捗
率
等

決算見込額 0

0

事

業

12

（方針３）新製品・技術開発等に対する支援 平成29年度

事 業 名
（事業12）職人に対する商品開
発手法等の教育
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ものづくり
基本計画

千円

千円

取
組
状
況

Ｈ29.９.１
現在

Ｈ29.９.１
現在

(％)

Ｈ30.３.31
現在

(％)

成果目標

担当課等

基
本
方
針

基
本
施
策

　経済局商工部
　産業振興課　工業振興係

そ の 他
（特記事項）

事

業

評

価

産業振興
プラン

位置付け

基
本
方
向 次年度

に向けた
改善点

・
目標の
未達成
理由等

■情報提供方法の検討及び提供の実施
　情報収集後の中小製造事業者への効果的な情報提供
方法及び収集情報をどのような形で取りまとめ、提供
することがより分かりやすいか等の観点の検討がなさ
れていないため、収集情報の提供に向け、検討・改善
に取り組んでいく。

総合計画
の

位置付け
（分野別）

政
策
方
針

大
施
策

中
施
策

国や県等の補助制度に関する情
報の整理及び製造事業者への適
時適切な情報提供

事業結果

■国や県等の補助制度に関する情報収集の実施
　国や県、その他産業支援機関等の発行する施策利用
ガイドブック及びホームページ掲載情報等により、補
助制度に関する情報収集を行った。

■本市補助制度等の地域金融機関への説明会の実施
　地域金融機関に対する本市補助制度等の説明会を平
成30年３月に実施した。

事 業 名
（事業13）国、県等に関する補
助制度等の情報提供支援

事業概要

　この事業は、中小製造事業者
の事業展開に対して、適時的確
な補助制度等に関する情報を提
供します。
　また、中小製造事業者が段階
的な成長を遂げていくための補
助制度プランの提示をはじめ、
市ホームページにおける補助制
度の検索システムや地域金融機
関への説明会の開催などを検討
します。

■国や県等の補助制度に関する情報の収集
　国や県、その他産業支援機関等の発行する施策利用
ガイドブック及びホームページ掲載情報等により、補
助制度に関する情報収集を実施することとした。

■本市補助制度等の地域金融機関への説明会の計画
　地域金融機関に対する本市補助制度等の説明会を平
成30年３月に開催することを計画した。

進
捗
率
等

決算見込額

予 算 額 0

0

事

業

13

（方針４）中小企業の経営基盤・競争力の強化 平成29年度

補
足
事
項
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ものづくり
基本計画

千円

千円

取
組
状
況

Ｈ29.９.１
現在

Ｈ29.９.１
現在

(％)

Ｈ30.３.31
現在

(％)

成果目標

担当課等

事

業

14

（方針４）中小企業の経営基盤・競争力の強化 平成29年度

補
足
事
項

進
捗
率
等

決算見込額

予 算 額 763

490

事業結果

事 業 名
（事業14）企業ＯＢ技術者等の
活用
　事業

■ヒアリング調査の実施と支援施策の検討

　課題把握のため、市内中小製造事業者へのヒアリング調査

を実施した結果、人材に関わる課題を大別すると「①製造現

場に従事する人材の不足」「②経営課題解決の専門的な知

識・技術等を持った人材の不足」の２種類の課題が存在する

ことが判明し、それぞれ「①人材ニーズ解消型」と「②経営

課題解決型」の支援施策を検討・企画した。

■市内企業と人材の交流会の開催（人材ニーズ解消型）

　平成30年３月、ポリテクセンター静岡において、市内中小

製造事業者と人材の交流会を開催し、事業者28社と人材91名

が参加し、273回の面談が行われ、34件のマッチング（企業の

採用面談に進んだ件数）が成立した。

■「新現役交流会」セミナーの開催(経営課題解決型)

　市内中小製造事業者と専門的な知識・技術を持つ企業ＯＢ

等(＝新現役)とのマッチングを通して経営課題の解決を図る

「新現役交流会」開催の検討を行うため、平成30年１月に

「新現役交流会」の豊富な運営サポート実績を持つ一般社団

法人新現役交流会サポートを講師として招き、連携している

地元信用金庫向けにセミナーを開催した。

事業概要

　多種多様な業種が混在する本
市のものづくり産業において
は、優れた技術者等が多数潜在
しています。
　また、第一線を退いた技術者
等が有する経験や知見は、中小
製造事業者にとって、技術的課
題等の解決に関し、有効な実務
的手段と捉えることができま
す。
　この事業では、こうした技術
者等と中小製造事業者を結び付
ける機会を増やす取組を進めて
いきます。

■課題把握のためのヒアリング調査の実施と支援施策
についての検討
　地元信用金庫と連携しながら、市内の中小製造業者
の抱える経営課題の把握のため、ヒアリング調査を実
施するとともに、有効な支援施策について検討を行っ
た。

総合計画
の

位置付け
（分野別）

政
策
方
針

商工・物流

大
施
策

次世代を担う優れた人材の育
成と、多様な人材が活躍する
雇用の場の創出を図ります。

中
施
策

若者や女性、高齢者、障がい
者の雇用機会の創出

企業ＯＢ技術者等の現状把握及
び活用方策の整理

事

業

評

価

平成29年度は企業側のニーズに応じて人材ニーズ解消型の事

業を積極的に推し進めてきたが、今後若年層の労働者が減少

していくことを考慮すると、現在の延長線上で企業のニーズ

（人手不足）に応え続けていくことは困難であるため、今後

は高齢者や外国人等の様々な人材の活用に向けた仕組み作り

を検討していくとともに、企業の本質的な課題の解決に向け

た経営課題解決型の事業に注力をしていきたい。

産業振興
プラン

位置付け

基
本
方
向

人材の育成・確保

次年度
に向けた
改善点

・
目標の
未達成
理由等

基
本
方
針

次世代を担う優れた人材の育
成と、多様な人材が活躍する
雇用の場の創出を図ります。

基
本
施
策

若者や女性、高齢者、障がい
者の雇用機会の創出

　経済局商工部
　産業振興課　工業振興係

そ の 他
（特記事項）
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ものづくり
基本計画

千円

千円

取
組
状
況

Ｈ29.９.１
現在

Ｈ29.９.１
現在

(％)

Ｈ30.３.31
現在

(％)

成果目標

担当課等

基
本
方
針

基
本
施
策

　経済局商工部
　産業振興課　工業振興係

そ の 他
（特記事項）

事

業

評

価

産業振興
プラン

位置付け

基
本
方
向 次年度

に向けた
改善点

・
目標の
未達成
理由等

■静岡商工会議所 製造業部会等との情報交換の実施
等
　製造業部会を含め、静岡商工会議所と本市支援制度
に関する情報交換を引き続き実施するとともに、支援
制度等に係る課題整理を行っていく。

総合計画
の

位置付け
（分野別）

政
策
方
針

大
施
策

中
施
策

製造業部会等との連携による各
支援制度のブラッシュアップ

事業結果

■静岡商工会議所からの行政要望を通じた意見交換等
の実施
　製造業部会からの要望を含む静岡商工会議所からの
行政要望を通じて、情報及び意見交換を実施した。

■静岡商工会議所からの行政要望に対する検討及び回
答
　製造業部会からの要望を含む静岡商工会議所からの
行政要望に対して検討を行い、検討結果について回答
した。

事 業 名
（事業15）製造業部会等との連
携推進

事業概要

　この事業は、市内中小製造事
業者への支援を拡充させるた
め、市内に立地する企業等との
情報及び意見の交換を実施しま
す。
　具体的には、静岡商工会議所
の製造業部会等との連携を図
り、これによって得られた情報
等をもとに、支援事業のブラッ
シュアップを実施します。ま
た、中小及び大手企業に対して
は、地域産業の振興への更なる
推進に向けて、理解促進を求め
ていきます。

■静岡商工会議所からの行政要望を通じた意見交換等
の実施
　製造業部会からの要望を含む静岡商工会議所からの
行政要望を通じて、情報及び意見交換を実施した。

進
捗
率
等

決算見込額

予 算 額 0

0

事

業

15

（方針４）中小企業の経営基盤・競争力の強化 平成29年度

補
足
事
項



43 

ものづくり
基本計画

千円

千円

取
組
状
況

Ｈ29.９.１
現在

Ｈ29.９.１
現在

(％)

Ｈ30.３.31
現在

(％)

成果目標

担当課等

補
足
事
項

192

■将来動向等に関する基礎資料の集積
　今後の本市のものづくり産業の施策形成等に向け、
本市ものづくり産業の将来予測等に関する基礎資料を
整えるため、県内の経済及び経営に関する大学の教員
に協力を依頼して、予測モデル等の検討を進めてい
る。
　①事業期間　平成29年４月～平成30年３月
　②対象大学　静岡産業大学
　③参加人材　教授
　④事業経費　報償費等
　⑤そ の 他　調査研究部会との連携協調など

進
捗
率
等事

業

16-
1

（方針４）中小企業の経営基盤・競争力の強化 平成29年度

決算見込額

予 算 額 336

■ものづくり産業に関する考察の実施
　本市のものづくり産業について、雇用の観点から業
種ごとのトレンドや将来予測を行ったほか、製造業の
生産性について考察した。
　また、さいたま市及びさいたま市内企業へヒアリン
グを行い、産業構造の将来動向等に関する予測モデル
構築の検討への知見の蓄積を行った。

事 業 名

（事業16）中小企業の支援施策等に

関する調査事業

（事業16－１）産業構造の将来動向

等に関する予測モデル構築の検討

事業概要

　この事業では、今後のものづ
くり産業の見通しについて、本
市のものづくり産業に関する工
業統計や産業連関表などを利用
し、支援事業の企画立案等に資
するため、将来動向に係る基礎
データの蓄積と予測モデルの構
築を検討します。

総合計画
の

位置付け
（分野別）

政
策
方
針

大
施
策

中
施
策

将来動向に係る基礎データの蓄
積及び予測モデルの構築

事

業

評

価

産業振興
プラン

位置付け

基
本
方
向 次年度

に向けた
改善点

・
目標の
未達成
理由等

■統計の整備に伴う調査・考察の実施
　平成29年度に平成23年静岡市産業連関表が整備され
たことから、次年度以降、それらを用いてより近年を
対象とした調査・考察を行う必要がある。

事業結果

基
本
方
針

基
本
施
策

　経済局商工部
　産業振興課　工業振興係

そ の 他
（特記事項）
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ものづくり
基本計画

千円

千円

取
組
状
況

Ｈ29.９.１
現在

Ｈ29.９.１
現在

(％)

Ｈ30.３.31
現在

(％)

成果目標

担当課等

基
本
方
針

基
本
施
策

　経済局商工部
　産業振興課　工業振興係

そ の 他
（特記事項）

事

業

評

価

産業振興
プラン

位置付け

基
本
方
向 次年度

に向けた
改善点

・
目標の
未達成
理由等

■ものづくり産業界との関係構築の強化

　ものづくり業界への支援展開は、第３次総合計画に掲げる

人口70万人の維持に資するとともに、本市が地域間競争に勝

ち抜くための重要な施策である。そのため、関係業界のニー

ズや動向を迅速かつ的確に把握することが求められている。

こうしたことから、ものづくり業界との関係性を更に強めて

いくことが重要である。

■「第３次ものづくり産業振興基本計画」策定に向けた検討

　本市を取り巻く社会経済状況や審議会委員の意見、企業・

団体等へのヒアリング結果等を踏まえながら、本市のものづ

くり産業の振興に関する施策について検討し、「第３次もの

づくり産業振興基本計画」を策定する。

総合計画
の

位置付け
（分野別）

政
策
方
針

大
施
策

中
施
策

地域間競争に打ち勝つための戦
略的方策の検討

事業結果

■第２次ものづくり産業振興基本計画の進捗管理
　本基本計画に掲げる５つの方針とその中に位置づけ
られた各事業（各事業内に登載されたポイントを含め
ると全41事業）の効果的な推進に向けて進捗管理を実
施し、21事業において当初の目標以上の進捗状況を達
成することができた。

事 業 名

（事業16）中小企業の支援施策
等に関する調査事業
（事業16－２）地域間競争に臨
む戦略的方策の検討

事業概要

　この事業では、本市の強みを
生かしたものづくり産業の連携
をもとに、本市のものづくり産
業の生き残り戦略に関して検討
します。

■第２次ものづくり産業振興基本計画に掲げる事業の進捗管

理

　本市ものづくり産業の振興を図るためには、本市の強みを

さらに強化することで地域間競争に対応を図ることが重要で

ある。本市の強みについて、従業者を基本に捉えた場合、電

気機械器具製造業や食品製造業などが地域を支える基盤産業

といえる。

　一方、古くから地域で培われた伝統工芸をはじめ、造船、

金属機械、家具等の木材加工業なども、本市のものづくり産

業を捉える上で重要な業種である。

　本市としては、こうした地域を支える基盤産業や地場産業

などが抱える課題への対応を図るため、ニーズへの支援策を

展開することで、それぞれの業種分野が成長していく環境を

醸成することが重要であり、それらに対応するため、平成27

年度から平成30年度の４か年の計画として、「第２次ものづ

くり産業振興基本計画」を策定し、各登載事業の平成28年度

の進捗状況について調査した。

進
捗
率
等

決算見込額

予 算 額 0

0

事

業

16-
2

（方針４）中小企業の経営基盤・競争力の強化 平成29年度

補
足
事
項
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ものづくり
基本計画

千円

千円

取
組
状
況

Ｈ29.９.１
現在

Ｈ29.９.１
現在

(％)

Ｈ30.３.31
現在

（調査都市数）
　１都市（さいたま市）

100 (％)

成果目標

担当課等

基
本
方
針

基
本
施
策

　経済局商工部
　産業振興課　工業振興係

そ の 他
（特記事項）

事

業

評

価

産業振興
プラン

位置付け

基
本
方
向 次年度

に向けた
改善点

・
目標の
未達成
理由等

■調査結果の施策への反映検討
　事業16-１ 産業構造の将来動向等に関する予測モデ
ル構築の検討のための知見の蓄積を行うとともに、本
市における統計の整備・活用等、調査結果の施策への
反映に向けた検討を行っていく。

総合計画
の

位置付け
（分野別）

政
策
方
針

大
施
策

中
施
策

先進視察都市数　１都市／年

事業結果

■埼玉県さいたま市の調査研究実施概要
　埼玉県さいたま市は、人口約126万人、市内生産額
は本市の約1.3倍を誇る都市であるが、サービス産業
化が進んでいる点など、本市と産業構造が近似してい
る。同市をベンチマークとし、本市の製造業の中で生
産波及効果の大きい産業の調査と分析を行うととも
に、同市における特徴的な産業施策についてのヒアリ
ング及び同市が支援・連携している企業への訪問を実
施した。
　①調査日　　平成30年３月９日（金）
　②調査先　　さいたま市 産業展開推進課
　　　　　　　さいたま市産業創造財団
　　　　　　　株式会社ベルニクス（「さいたま市
　　　　　　　リーディングエッジ企業」認証企業）
　③実施者　　産業振興課職員（２人）
　　　　　　　静岡産業大学経営学部 教授　計３人

事 業 名

（事業16）中小企業の支援施策
等に関する調査事業
（事業16－３）ものづくり先進
都市等に関する調査研究

事業概要

　この事業では、本市ものづく
り産業の展望を見据える上にお
いて、先進都市等の動向などを
調査研究し、今後の事業展開な
どに役立てていくための知見の
収集と分析を実施します。

■視察調査先の検討
　事業16-１ 産業構造の将来動向等に関する予測モデ
ル構築の検討のための知見の蓄積、伝統産業の振興に
係る知見収集等の観点から、視察調査先を検討する。

進
捗
率
等

決算見込額

予 算 額 103

26

事

業

16-
3

（方針４）中小企業の経営基盤・競争力の強化 平成29年度

補
足
事
項
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ものづくり
基本計画

千円

千円

取
組
状
況

Ｈ29.９.１
現在

Ｈ29.９.１
現在

(％)

Ｈ30.３.31
現在

(％)

成果目標

担当課等

補
足
事
項

0

事

業

16-
4

（方針４）中小企業の経営基盤・競争力の強化 平成29年度

決算見込額

予 算 額 0

　■冷熱利用は初期投資額、事業用地などから実現
　困難と判断。
　今後は、現在取り組んでいるエネルギー施策であ
　る水素エネルギー利活用やエネルギー地産地消事
　業などに沿った取り組みについて検討を行ってい
　く。

事 業 名

（事業16）中小企業の支援施策
等に関する調査事業
（事業16－４）エネルギー需要
状況等に関する調査研究

事業概要

　この事業では、生産活動に不
可欠なエネルギーの需給につい
て、市内企業の自家発電力など
の現状把握をはじめ、今後の課
題と対応策等に関し、静岡商工
会議所製造業部会及び関連企業
などの協力を得ながら調査研究
を進めます。

　■冷熱利用は初期投資額、事業用地などから実現
　困難と判断。
　今後は、現在取り組んでいるエネルギー施策であ
　る水素エネルギー利活用やエネルギー地産地消事
　業などに沿った取り組みについて検討を行ってい
　く。

進
捗
率
等

総合計画
の

位置付け
（分野別）

政
策
方
針

大
施
策

中
施
策

現在のエネルギー需要の把握及
び今後のエネルギー確保に向け
た方策の整理

事

業

評

価

産業振興
プラン

位置付け

基
本
方
向 次年度

に向けた
改善点

・
目標の
未達成
理由等

　■冷熱利用は初期投資額、事業用地などから実現
　困難と判断。
　今後は、現在取り組んでいるエネルギー施策であ
　る水素エネルギー利活用やエネルギー地産地消事
　業などに沿った取り組みについて検討を行ってい
　く。

事業結果

基
本
方
針

基
本
施
策

　経済局商工部
　産業政策課　新産業係

そ の 他
（特記事項）
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ものづくり
基本計画

千円

千円

取
組
状
況

Ｈ29.９.１
現在

Ｈ29.９.１
現在

２回 100 (％)

Ｈ30.３.31
現在

４回 200 (％)

成果目標

担当課等

事

業

17-
1

（方針４）中小企業の経営基盤・競争力の強化 平成29年度

補
足
事
項

進
捗
率
等

決算見込額

予 算 額 0

事業結果

■首都圏での消費者ニーズの把握
　首都圏において地場産品の展示会やＰＲ等を行う場
において、消費者ニーズやウォンツまた地元商品に係
る意見等を把握するため、聞取りによるアンケート調
査を実施した。
　計３回（台東区：２ｋ５４０　新宿区：東京展示会
墨田区：スカイツリー）

■静岡ひきものプロジェクトで東京インターナショナ
ルギフトショーに出展し、市場調査を行った。

事 業 名

（事業17）地場産品に関する調
査事業
（事業17－１）地場産品の市場
及び商品分析等に関する調査

事業概要

　地場産品の開発や販売促進に
ついては、顧客ニーズの把握と
分析に加え、どのような販路を
経由して消費者の手元に届けて
いくのかが重要となります。
　こうした点に関する調査結果
については、地場産品の開発や
販売促進などへの活用を図り、
成果として、地場産業関係事業
者の売上げ向上に結び付くよう
に努めていきます。

■首都圏での消費者ニーズの把握
　首都圏において地場産品の展示会やＰＲ等を行うに
際して消費者ニーズやウォンツを把握するため、アン
ケート調査を実施した。
　２回(台東区：２ｋ５４０　墨田区：スカイツ
リー）（３回予定）

0

総合計画
の

位置付け
（分野別）

政
策
方
針

商工・物流

大
施
策

世界・全国に挑戦する中小企
業の振興を図ります

中
施
策

新市場・販路開拓に対する支
援、シティプロモーションの
推進

首都圏等における調査実施回数
２回

事

業

評

価

産業振興
プラン

位置付け

政
策
方
針

商工・物流

次年度
に向けた
改善点

・
目標の
未達成
理由等

■調査の多様化と充実化
　首都圏でのアンケート調査により消費者ニーズや
ウォンツの把握等市場動向の把握はある程度できた
が、消費者の域にとどまっていることから、中間財と
してのニーズを把握するためＢtoＢの調査も併せて実
施し多様化と充実化を図っていく。

大
施
策

世界・全国に挑戦する中小企
業の振興を図ります

中
施
策

新市場・販路開拓に対する支
援、シティプロモーションの
推進

　経済局商工部
　産業振興課　地場産業係

そ の 他
（特記事項）
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ものづくり
基本計画

千円

千円

取
組
状
況

Ｈ29.９.１
現在

Ｈ29.９.１
現在

調査研究の実施 実施 (％)

補
足
事
項

Ｈ30.３.31
現在

調査研究の実施 実施

成果目標

担当課等

0

事

業

17-
2

（方針４）中小企業の経営基盤・競争力の強化 平成29年度

事 業 名

（事業17）地場産品に関する調
査事業
（事業17－２）伝統工芸品に関
する代替素材の調査研究

予 算 額

進
捗
率
等

決算見込額 0

事業結果

■漆器、下駄、竹分野等における原材料の実態を調
査、把握した。

■業界団体と意見交換を実施
　地場産業の業界と協働し、代替素材として活用な可
能素材の可能性について、他産地の事例調査を協議し
た。

■挽物素材の素材研究の実施
　木製挽物製品業界と協働し針葉樹加工による素材利
用試作を実施した。

事業概要

　地場産業界の木工分野では、
木地等の原材料調達が困難とな
りつつあるため、今後の商品製
造が懸念されます。
 このような状況を回避するた
めにも、今後は、静岡大学農学
部が取り組む木地の代替素材に
関する研究に着目し、地場関連
の製造事業者とも協力しなが
ら、これに取り組みます。
 こうした取組に成果を出すこ
とができれば、代替木地の開
発、生産、使用との関連から、
これまで市外に発注していた部
分を市内に取り込むことができ
るため、市内における生産活動
の連鎖から、経済波及効果にも
期待が寄せられます。

■木工・竹分野における原材料の実態を調査・把握

■業界と一体となった調査活動の推進
　地場産業の業界と協働し、代替素材として活用な可
能素材の可能性について、協議を行い調査を進める予
定

総合計画
の

位置付け
（分野別）

政
策
方
針

商工・物流

大
施
策

世界・全国に挑戦する中小企
業の振興を図ります

中
施
策

新製品・技術開発等に対する
支援

他都市、他産地の事例を調査研
究

事

業

評

価

産業振興
プラン

位置付け

政
策
方
針

商工・物流

次年度
に向けた
改善点

・
目標の
未達成
理由等

■代替素材活用の安定的量産や流通化検証等の実施
　代替素材活用による加工品が、安定的に量産できる
かの検証を行い、これをクリアした場合は商品化可能
かどうかを検証するための試験研究を行う。

大
施
策

世界・全国に挑戦する中小企
業の振興を図ります

中
施
策

新製品・技術開発等に対する
支援

　経済局商工部
　産業振興課　地場産業係

そ の 他
（特記事項）
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ものづくり
基本計画

千円

千円

取
組
状
況

Ｈ29.９.１
現在

Ｈ29.９.１
現在

調査研究の実施 実施

Ｈ30.３.31
現在

他都市の実践事例調査研
究の実施

実施

成果目標

担当課等

事業結果

基
本
方
針

基
本
施
策

　経済局商工部
　産業振興課　地場産業係

そ の 他
（特記事項）

産業振興
プラン

位置付け

基
本
方
向 次年度

に向けた
改善点

・
目標の
未達成
理由等

■業界調査の実施
　業界の高齢化や物故等による高い技術の消失危機
や、後継者不足など業界の変化も激しいことから、聞
き取り調査等を行い、業界の現状、要望等を把握して
いく。
■他産地等先進地の多面的調査の実施
  工芸品の他産地等で先進的試み等を行う自治体や産
地団体等へ調査研究に赴き、後継者育成手法や技術
アーカイブ手法等多面的に調査研究していく。

総合計画
の

位置付け
（分野別）

政
策
方
針

大
施
策

中
施
策

他都市、他産地の事例を調査研
究

事

業

評

価

予 算 額 0

■支援事業に係る調査活動の推進
　実施中の各種支援事業について、再検討を実施し、
事業効果と業界ニーズとを勘案し、支援事業に係る調
査研究を実施した。
■静岡挽物のあり方について調査研究
　東京インターナショナルギフトショーにおいて、静
岡挽物のニーズや技術や技法の活用について調査を実
施した。
■全国の地場産業支援施策の事例を調査研究
　全国の地域産業を支援するデザイン関連の公的機関
の職員が集う場に参加し、全国の地場産業の現状把握
や各種振興施策事例についての情報交換を実施した。
（Ｈ29.6.15～6.16）

事 業 名

（事業17）地場産品に関する調査事

業

（事業17－３）職人及び業界への支

援の在り方に関する調査研究

事業概要

　地場産業については、後継者
不足や売上げ不振などもあり、
その先行きが懸念されます。こ
の事業では、各種の支援事業を
実施する一方で、特に伝統的工
芸品の製作に従事する職人やそ
の関連業界について、どのよう
な支援の在り方が望まれるのか
などを検討します。

事

業

17-
3

（方針４）中小企業の経営基盤・競争力の強化 平成29年度

決算見込額

補
足
事
項

0

■現行事業の再検討と調査活動の推進
　実施中の各種支援事業について、業界と顔の見える
関係を維持し、業界が何を求めているのかを理解し事
業効果と業界ニーズとを勘案し、支援事業の再構築を
図る。

■全国の地場産業支援施策の事例を調査研究
　全国の地域産業を支援するデザイン関連の公的機関
の職員が集う場に参加し、全国の地場産業の現状把握
や各種振興施策事例についての情報交換を実施した。
（Ｈ29.6.15～6.16）

進
捗
率
等
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ものづくり
基本計画

千円

千円

取
組
状
況

Ｈ29.９.１
現在

Ｈ29.９.１
現在

(％)

Ｈ30.３.31
現在

(％)

成果目標

担当課等

基
本
方
針

基
本
施
策

　経済局商工部
　産業振興課　工業振興係

そ の 他
（特記事項）

事

業

評

価

産業振興
プラン

位置付け

基
本
方
向 次年度

に向けた
改善点

・
目標の
未達成
理由等

■静岡商工会議所との連携の継続実施
　地元製造業界におけるニーズの把握と実現に向けた
検討については引き続き静岡商工会議所と連携しなが
ら実施する。

総合計画
の

位置付け
（分野別）

政
策
方
針

大
施
策

中
施
策

設置学科等に関する地元産業界
におけるニーズを把握する

事業結果
■清水テクノカレッジと今後のものづくり人材育成の
在り方について意見交換を行った。

事 業 名
（事業18）理工系大学の誘致及
び市内の既存大学における工学
部新設の検討

事業概要

　この事業は、市内外から優秀
な人材を確保して、市内ものづ
くり産業への就業を促進させる
とともに、中小製造事業者が抱
える課題等の解決に関して、イ
ンキュベート機能を含めた大学
等の研究開発機関の立地を検討
します。
　検討にあたっては、静岡商工
会議所製造業部会等と連携を図
り、地元製造業界におけるニー
ズの把握をはじめ、立地ビジョ
ン等の作成を進めていきます。

■高等教育のあり方の検討
　静岡市立大学の設置可能性、理工系大学・学部の新
設・誘致を含め、本市における高等教育のあり方につ
いて今後検討することとする。

■短大化が決定した清水テクノカレッジとものづくり
人材育成について意見交換を行う予定。

進
捗
率
等

決算見込額

予 算 額 0

0

事

業

18

（方針５）次代を担う多様な人材の育成 平成29年度

補
足
事
項
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ものづくり
基本計画

千円

千円

取
組
状
況

Ｈ29.９.１
現在

Ｈ29.９.１
現在

（受講者数）９人 30 (％)

Ｈ30.３.31
現在

（受講者数）38人 127 (％)

成果目標

担当課等

事

業

19-
1

（方針５）次代を担う多様な人材の育成 平成29年度

補
足
事
項

進
捗
率
等

決算見込額

予 算 額 1,890

事業結果

■伝統工芸業界の後継者育成と伝統工芸技術の保存伝承並びに技術練磨を図

り、今後の商品開発に活用する目的で、漆器、蒔絵、拭漆、竹千筋細工、木

工指物などの講習会を地元の若手後継者を対象に開催。

①漆器の部　事業名　伝統工芸技術保存講習会（漆器の部）

　期間：平成29年５月23日(火)～９月26日(火)  18日間

　受講生：蒔絵、漆器関連業界関係者９人

②拭漆の部　事業名：伝統工芸技術保存講習会（拭漆の部）

　期間：平成29年10月16日(月)～12月4日(月)  8日間

　受講生：木工関連業界関係者９人

③竹千筋細工の部　事業名：伝統工芸技術保存講習会（駿河竹千筋細工）

　期間：平成29年10月3日(火)～12月12日(火)  11日間

　受講生：竹業界後継者 ７人

④木工指物の部　事業名：伝統工芸技術保存講習会（木工指物の部）

　期間：平成29年６月29日(木)～12月14日(木)  17日間

　受講生：木工家具関連業界関係者６人

⑤蒔絵の部　事業名：伝統工芸技術保存講習会（蒔絵の部）

　期間：平成28年10月10日(火)～平成30年３月13日(火) 20日間

　受講生：蒔絵、漆器関連業界関係者７人

事 業 名

（事業19）職人の育成事業（市と伝

統工芸業界の連携事業）

（事業19－１）若手後継者の技術習

得支援（伝統工芸技術保存講習会の

開催）

事業概要

　この事業は、漆器、蒔絵、拭
漆、竹工芸、木工などの伝統工
芸分野に関して、伝統工芸業界
が後継者の育成を図り、伝統工
芸技術の保存伝承及び技術の研
鑽を実施します。市において
は、こうした伝統工芸業界の活
動を支援していきます。

■伝統工芸業界の後継者育成と伝統工芸技術の保存伝承並びに技術練磨を図り、今後

の商品開発に活用する目的で、漆器、蒔絵、拭漆、竹千筋細工、木工指物などの講習会

を地元の若手後継者を対象に開催。

①漆器の部　事業名　伝統工芸技術保存講習会（漆器の部）

　期間：平成29年５月23日(火)～９月26日(火)  18日間

　受講生：蒔絵、漆器関連業界関係者９人

②拭漆の部　事業名：伝統工芸技術保存講習会（拭漆の部）

　期間：平成29年10月16日(月)～12月4日(月) ７日間

　受講生：木工関連業界関係者５人程度(予定）

③竹千筋細工の部　事業名：伝統工芸技術保存講習会（駿河竹千筋細工）

　期間：平成29年10月3日(火)～12月12日(火)  11日間

　受講生：竹業界後継者 ９人程度(予定）

④木工指物の部　事業名：伝統工芸技術保存講習会（木工指物の部）

　期間：平成29年６月29日(木)～12月14日(木)  17日間

　受講生：木工家具関連業界関係者８人程度（予定）

　⑤蒔絵の部　事業名：伝統工芸技術保存講習会（蒔絵の部）

　期間：平成28年10月11日(火)～平成29年３月７日(火) 20日間

　受講生：蒔絵、漆器関連業界関係者９人程度（予定）

1,748

総合計画
の

位置付け
（分野別）

政
策
方
針

商工・物流

大
施
策

次世代を担う優れた人材の育
成と、多様な人材が活躍する
雇用の場の創出を図ります

中
施
策

次代を担う多様な人材の育成

受講生　30人以上／年
（漆器、蒔絵、木工、竹工芸、
拭漆の５部門に関する講座）

事

業

評

価

産業振興
プラン

位置付け

政
策
方
針

商工・物流

次年度
に向けた
改善点

・
目標の
未達成
理由等

■若手職人ネットワークの構築

伝統工芸技術保存のための後継者育成に加え、クラフトマンサポート制度で

研修中の若手にも引き続き参加を呼びかけていくことで業界内の若手ネット

ワーク構築を図る。

漆器講習会等では引き続き木工従事者にも参加を呼びかけ、木工業界と漆器

業界の若手の交流を図っていく。

また関連技術を保持する関連業界の人材にも呼びかけ、広域業種的に技術を

継承する。

■作品展示会の開催

蒔絵の部等において引き続き作品展を開催するなどして、参加者の意欲を喚

起していく。

大
施
策

次世代を担う優れた人材の育
成と、多様な人材が活躍する
雇用の場の創出を図ります

中
施
策

次代を担う多様な人材の育成

　経済局商工部
　産業振興課　地場産業係

そ の 他
（特記事項）
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ものづくり
基本計画

千円

千円

取
組
状
況

Ｈ29.９.１
現在

Ｈ29.９.１
現在

（短期支援）３人
（長期支援）３人
（独立支援）２人
（雇用奨励）２人

（短期支援）　  150
（長期支援）　　150
(独立支援）　  200

（雇用奨励）　　100

(％)

Ｈ30.３.31
現在

（短期支援）３人
（長期支援）４人
（独立支援）２人
（雇用奨励）２人

（短期支援）　  150
（長期支援）　　200
（独立支援）　  200
（雇用奨励）　　100

(％)

成果目標

担当課等

事

業

19-
2

（方針５）次代を担う多様な人材の育成 平成29年度

補
足
事
項

進
捗
率
等

決算見込額

予 算 額 8,880

事業結果

(１)地域産業現場実習短期支援者数　　３名

(２)地域産業現場実習長期支援者数　　４名

(３)地域産業独立支援補助金交付者数　２名

(４）伝統工芸技術者雇用奨励金対象者数　２名

事 業 名

（事業19）職人の育成事業（市と伝

統工芸業界の連携事業）

（事業19－２）職人育成事業（クラ

フトマンサポート事業）

事業概要

　この事業は、伝統工芸分野へ
の新規就業を促進するため、市
の財政的支援のもとで、伝統工
芸業界が率先して、短期及び長
期の現場実習に取り組みます。
また、ものづくりで生計を志す
者への独立支援については、市
が工房等の賃貸料を助成してい
きます。

(１)地域産業現場実習短期支援者数　　３名

(２)地域産業現場実習長期支援者数　　３名

(３)地域産業独立支援補助金交付者数　２名

(４）伝統工芸技術者雇用奨励金対象者数　２名

7,350

総合計画
の

位置付け
（分野別）

政
策
方
針

商工・物流

大
施
策

次世代を担う優れた人材の育
成と、多様な人材が活躍する
雇用の場の創出を図ります

中
施
策

次代を担う多様な人材の育成

制度活用者数（人）
短期支援２人/年、長期支援２
人/年、独立支援１人/年、雇用
奨励２人/年（各人数は延べ）

事

業

評

価

産業振興
プラン

位置付け

政
策
方
針

商工・物流

次年度
に向けた
改善点

・
目標の
未達成
理由等

■平成28年度の課題であった短期支援における新規受
け入れの強化を実施し、今年度は３人の受入を達成し
た。
また、長期支援修了者が伝統工芸分野に定着できるよ
う新設された雇用奨励金を活用し、２名の業界定着を
図った。
　制度利用者が着実に技術習得し、業界に定着できる
よう、引き続き業界とのコミュニケーションを図って
いく。

大
施
策

次世代を担う優れた人材の育
成と、多様な人材が活躍する
雇用の場の創出を図ります

中
施
策

次代を担う多様な人材の育成

　経済局商工部
　産業振興課　地場産業係

そ の 他
（特記事項）
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ものづくり
基本計画

千円

千円

取
組
状
況

Ｈ29.９.１
現在

Ｈ29.９.１
現在

産地内現状調査実施 0 (％)

補
足
事
項

Ｈ30.３.31
現在

大学講師による指導会の
実施

- (％)

成果目標

担当課等

0

事

業

19-
3

（方針５）次代を担う多様な人材の育成 平成29年度

事 業 名

（事業19）職人の育成事業（市と伝

統工芸業界の連携事業）

（事業19－３）若手職人の大学進学

支援の検討

予 算 額

進
捗
率
等

決算見込額 0

事業結果

■業界ニーズの確認と首都圏美術大学への派遣依頼
　前回調査で、具体的なニーズは確認されず、制度的
にも困難であることが判明したため、委託業務の中で
首都圏の美術大学からの指導者を派遣し直接的デザイ
ン指導等を実施した。

■大学教授による指導会の実施
　東京芸術大学名誉教授(工芸）に来静してもらい、
地元工芸団体を指導してもらう中で若手職人等への直
接指導を実施し、研修の場を提供した（「ものづく
り・相談支援事業」中での実施）。

事業概要

　若手職人への教育について
は、市と伝統工芸業界が連携を
図る中、地元の職人によって、
本市の固有技術に関する教育を
基本として実施します。
　また、顧客ニーズに基づい
て、商品の付加価値を高めるた
めには、熟練度の向上ととも
に、工芸、美術、造形をはじ
め、デザイン力などの高度な専
門知識が必要となります。
　こうしたアカデミックな側面
からの教育については、これま
での生産活動に異なる発想や技
術等が加わり、新たな価値を生
み出す生産活動への向上が期待
されます。よって、若手職人
が、高度な専門分野を学習でき
るように大学への進学に向けた
支援を検討します。

■首都圏大学の講師招聘による研修の模索
　後継者である若手職人が首都圏の美術大学の教授に
直接指導を受け、デザインや技術、流通の専門知識に
触れてもらう場を提供するため、講師来静を調整中。

総合計画
の

位置付け
（分野別）

政
策
方
針

大
施
策

中
施
策

他都市、他産地の事例を調査研
究

事

業

評

価

産業振興
プラン

位置付け

基
本
方
向 次年度

に向けた
改善点

・
目標の
未達成
理由等

■職人等の大学進学は困難であることが判明している
ため大学講師招聘による研修の場を設定した。今後は
同様な内容の指導を他産地でもどのように実施してい
るかについても調査していく。

基
本
方
針

基
本
施
策

　経済局商工部
　産業振興課　地場産業係

そ の 他
（特記事項）
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ものづくり
基本計画

取
組
状
況

Ｈ29.９.１
現在

Ｈ29.９.１
現在

事後アンケートにより

「進路決定の上で参考になっ

た」と回答した割合　97.0％

※H29.8.31（中間報告）時点

108 (％)

Ｈ30.３.31
現在

事後アンケートにより

「進路決定の上で参考になっ

た」と回答した割合　97.7％

109 (％)

成果目標

担当課等

事 業 名
（事業20）高校生のインターン
シップ事業

予 算 額

事

業

20

（方針５）次代を担う多様な人材の育成 平成29年度

事業概要

基
本
方
向 次年度

に向けた
改善点

・
目標の
未達成
理由等

■目標を上回る結果となった。

　今後も、各校の実情、ニーズに沿った事業を展開し、高校

生の地元就職及び進学後のＵターン就職に向けた種まきとし

て、より効果の高い方法を検討していく。

　なお、平成29年度にパイロット的に実施していたメニュー

は30年度から新規事業（高校生向けキャリア形成事業）とし

て実施。本事業は30年度で終了し、31年度からは新規事業に

一本化する。

1,159千円（若者の企業研究機会創出（インターンシップ関連）業務の

一部）

7,000千円（若者の企業研究機会創出業務の一部）

補
足
事
項

進
捗
率
等

決算見込額

この事業は、高校生に対し、イ
ンターンシップ（就業体験）や
インタビューを通じた市内で活
躍する社会人と接する機会の創
出や、将来のキャリアについて
の出張講座等を行うものです。
生徒自身が主体的に将来を考
え、選択する力を育むことで、
早期からのキャリア・ビジョン
形成を図り、職業観を培うとと
もに、地元就職、Ｕターン就職
の促進へと繋げることを目的と
しています。

■対　象

　市内高校に通う生徒

■既実施数

①インターンシップのコーディネート（２校、47名）

②ワークショップの実施（１回、延べ２校、９名）

③キャリア形成講座の実施（２校、328名）

※②、③はパイロット的に実施（30年度から別途事業立て）

■今後の予定

　引き続き実施校との調整や、参加生徒の職業選択の幅がよ

り広がるようなプログラムの検討を行う。

※H29.8.31（中間報告）時点

総合計画
の

位置付け
（分野別）

政
策
方
針

商工・物流分野

大
施
策

４　次世代を担う優れた人材
の育成と多様な人材が活躍す
る雇用の場の創出を図ります

中
施
策

２　若者や女性、高齢者、障
がい者の雇用機会の創出

事後アンケートにより「進路決
定の上で参考になった」と回答
した割合　90％

事

業

評

価

事業結果

■実施数

①インターンシップのコーディネート及び事前事後学習の実

施（２校、47名）

②ワークショップの実施（２回、延べ４校、16名）

③キャリア形成講座の実施（３校、760名）

※②、③はパイロット的に実施（30年度から別途事業立て）

■執行額

　若者の企業研究機会創出（インターンシップ関連）業務委

託料　1,158,650円

産業振興
プラン

位置付け

基
本
方
針

基
本
施
策

　経済局商工部
　商業労政課　雇用労働政策係

そ の 他
（特記事項）
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ものづくり
基本計画

千円

千円

取
組
状
況

Ｈ29.９.１
現在

Ｈ29.９.１
現在

駿府匠宿体験学習利用申
込児童数　3,325人

101 (％)

Ｈ30.３.31
現在

駿府匠宿体験学習利用申
込児童数　3,326人

101 (％)

成果目標

担当課等

大
施
策

04　次世代を担う優れた人材
の育成と、多様な人材が活躍
する雇用の場の創出を図りま
す

中
施
策

01　次代を担う多様な人材の
育成

　経済局商工部
　産業振興課　地場産業係

そ の 他
（特記事項）

事

業

評

価

産業振興
プラン

位置付け

政
策
方
針

03　商工・物流

次年度
に向けた
改善点

・
目標の
未達成
理由等

■事業利用の更なるＰＲ

①４月に開催される校長会での事業説明において、竹組合の

体験事業（国の制度）と共同ＰＲを行い、利用率向上の相乗

効果を図る。

②追加の事業説明として、６月ごろに申込みのない小学校に

対し、４年生の担当者あてに再度通知を行い、事業の利用を

促す。

■段階的な伝統工芸業界への興味喚起

①小学４年生の創作体験を伝統工芸業界に触れる契機とし、

中学生、高校生等を対象に駿府匠宿における職場体験等を実

施して、後継者育成につなげる。

総合計画
の

位置付け
（分野別）

政
策
方
針

03　商工・物流

大
施
策

04　次世代を担う優れた人材
の育成と、多様な人材が活躍
する雇用の場の創出を図りま
す

中
施
策

01　次代を担う多様な人材の
育成

駿府匠宿体験学習利用申込児童
数（人）
3,300人／年

事業結果

■地場産品体験学習事業の実績
・参加学校数：42校
・利用児童数：3,239人
・申込児童数：3,326人

　例年のとおり小学校の授業の一環として、駿府匠宿
で地場産品の創作体験を実施し、子どもたちにものづ
くりに対する関心と理解を深めることができた。

事 業 名
（事業21）ものづくり体験・学
習機会の提供

事業概要

　この事業は、広く市内外の
方々に対して、本市の伝統工芸
の魅力を周知するため、駿府匠
宿の体験工房（駿河竹千筋細
工、駿河和染、駿河指物など）
への参加者増加の方策を検討し
ます。
　また、体験工房以外において
も、伝統工芸を含む地場産業を
幅広くＰＲするとともに、広く
市内外の方々に向けて学習機会
を提供し、本市地場産業の周知
と理解促進に努めます。

■地場産品体験学習事業の実施
　市内の小学校に通学する４年生が社会科授業の一環
として、駿府匠宿で地場産品の創作体験をする場合、
申請によりその利用に要する費用の一部を本市が支援
している。（補助金額：児童１人につき1,740円を限
度）
　９月下旬以降に順次、創作体験を実施予定。

進
捗
率
等

決算見込額

予 算 額 5,826

5,544

事

業
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補
足
事
項

　「駿府匠宿」の体験工房に
おける創作体験（駿河竹千筋
細工、駿河和染、陶芸等）を
通じて、本市地場産品を学習
する機会を提供し、地場産品
とものづくりに対する関心と
理解を深めるとともに、次代
を担う人材として伝統工芸業
界への興味を喚起します。


